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は じ め に

今日,林 地肥培は,よ うや く林業経営における重要な問題の一つとなってきている。林

業経営は,林 業生産を中核 とする組織 として意識されるが,こ の林業生産は一面では一般

に人間労働によって林地,種 苗,肥 料などの生産手段を結合 して,林 産物を作 り出す物的

過程とみ られる。 しか しながら他面ではある種の価値を犠牲にして,新 しい価値を実現す

る価値的過程であるともいえよう。林地肥培は,林 業における生産過程の一形態 と考えら

れ,物 的過程としての技術的過程 と,価 値的過程 としての経済的過程の両面をもつものと

して把 えられる。すなわち,林 地肥培は個別資本の運動問題 として把えられ よう。個別資

本の運動とは,個 々の資本が剰余価値を生産 し,実 現 し,獲 得する過程であ り,そ の意識

的担い手である個々の企業家の意識には,原資本価値とその増殖分との関係,換 言すれば,

費用,収 益,利 益の関係として現われる。したがって,費 用問題が基本的にして中核的な

問題 となる。林地肥培を林業経営の実践上有効な手段たらしめるためには,費 用論的な視



点からの解析が必要なことはしばしば指摘されているとお りである。 しかしなが ら,林 業

生産における生産期間の長期性,林 業生産のもつ有機的生産 という性質などから,研 究対

象としての肥培林業経営 という実体が成立存在 しているのを見いだすことすら容易ではな

かったといえよう。

筆者は,1954年 以来,北 九州各地に試験地を設けて,恩 師九州大学教授井上由扶博士の

ご指導のもとに,ス ギ,ヒ ノキ,ア カマツ幼齢期肥培林について測定,観 察を行なってき・

た。たまたま佐賀県東松浦郡相知町において,30数 年にわた り同一施肥作業法を用いてき

た既往肥培林の一群について調査することができたので,こ れらの生産時点を異にする両

者を2本 の柱 として,そ れぞれの生産経済を吟味検討したのである。

研究方法 としては,抽 象法あるいは部分分析法を用いることとした。

稿を草するに当り,九州大学農学部附属演習林の元演習林長九州大学大野俊一名誉教授,

前演習林長九州大学教授佐藤敬二博士,現 演習林長九州大学教授塩谷勉博士および同演習

林研究部長教授木梨謙吉博士,同 助教授宮島寛博士,同 助教授青木尊重博士の諸先生方に

終始懇切なご助言,ご 指導ならびにご支援を仰 ぐことができた。また多年にわたる野外実

験調査期間中,熊 本営林局および佐賀県林務課の関係部局各位から多大のご支援をいただ

いた。佐賀県東松浦郡相知町字杉野の山林経営者故山口巻雄氏は格別の便宜を計って下 さ

った。 ここに心からなる感謝の意を表する次第である。

なお,試 験地の設定,測 定,計 算には堂上龍雄,玉 木久夫,関 屋雄偉,柿 原道喜,吉 良

今朝芳,長 正道,永 松謙二,道 山奈緒恵,中 井武司諸氏のご援助にお うところが少な くな

い。併記 して深甚なる謝意を表 したい。

第1章 総 論

1林 地 肥 培 の 研 究 史

林地を耕 うんし,あ るいは肥料を施 して,植 栽木の生育をより一層しやす くする,い わ

ゆる林地肥培 ということが,わ が国ではいつごろから試みられたかは,参 照する史実がな

く知る由もないが,す でに江両時代には実行 されていたようである。当時,施 肥は掛土の

前に植え穴の中に入れられたものと,掛 土の直後に地上に施されたものとの二種があった
1)。すなわち,前 者は享保年代スギの山出しについて 「だるごやし(人 糞尿)に て植ば千

万本に一本 も枯事なし」,あるいは寛政年代にも 「肥を入,土 を細に砕き,大 麦粒を一採入

れて芸れば枯るることなし」など苗木の活着性を高める手段として考えられている。嘉永

年代スギ,ヒ ノキに対して栃木県黒羽地方では 「苗木を山へ植る節,植 穴をほ り,穴 の内

へ,干 鰯,油 粕,か ら稗の類を一つかみつつ入,植 たる事有 り,苗 木の内は不知,成 木に

随ひ,格 段にききめ見ゆるものな り」と肥効の持続性がすでに経験されていることは興味

深い。また,安 政年代飛騨高山地方では,植 付け時耕 うんおよび蚕糞(こ くそ)掻 交によっ

て,根 付が格別に良好 となり,「年々木立盛に相成」と肥効の累積作用があることを指摘し

ている。後者には文化年代カシに 「時々水糞を用 るときは多年ならず成長す」と施肥回数

の増加によって早期育成が達せ られるとした。文政年代近江国でもクヌギ植栽後1年 を経

過 して,約30cmに 達 したとき,「初て肥 しを施すなり,其 法は水を以て人糞を薄 く融解 し

用ゆ」と,吸 収根の発達後に施肥することがすすめられた。 また,マ ツには油粕,人 糞 な



どで 肥 土 を 持 え植 え る こ と,禽 獣 魚 介 の肉 を腐 ら して用 い る こと の他,厩 肥 を一 本 に一 っ

か み ず つ 置 くこ と も推 め られ て い る。 さ ら に,元 禄 年 代 武 蔵 国 で は ケ ヤ キ,ス ギ の植 付 に

際 して,掛 土 後 ただ ち に苗 木 の根 元 に藁,落 葉 な ど を敷 いて い て,い わ ゆ る マ ル チ(mul-

ching)林 業 に よ り防乾,施 肥 の 目的 を果 た す こ とが試 み られ て い る。 この よ うに,江 戸

時 代 の林 地 施 肥 で は,今 日の林 地 肥 培 技 術 に お け る主 要 な 問 題 点 が つ とに 注 目 され て い た

の で あ る。 しか し なが ら,こ の 時 代 の肥 料 は,有 機 質 肥 料 を中 心 と した 自給 肥 料 で あ っ た 。

近 代 的林 地 肥 培 は,金 肥 の使 用 に よっ て 大 き く 発 展 して きた と考 え られ るが,例 えば,

硫 安 は1919年 ごろ,新 潟 県 小 千 谷 市 塩谷 の 山 井 記 三 郎 に よ って スギ 新 植 地 に与 え られ て い

る。 す なわ ち,植 付 当年 生 か ら5,6年 生 まで の林 分 に,そ の状 態 に応 じ て4,5回 以 内 の

連 続 施 肥 を行 な っ て い る が,そ の 目的 は生 長 促 進 に あ り,さ し当 りは 生 長 促 進 に よ る雪 起

こ し経 費 の軽 減 効 果 を うる こ とに あ っ た2)と いわ れ る。

欧州 に お い て は か な り古 く,1755年 に ドイ ツに お い てJUSTIが 林 木 生長 促 進 の た め 播 種

造 林 前 に林 地 耕 うん お よび施 肥 を行 な う こ とを論 じ,1760年 に は植 栽 地 また は 播 種 造 林 地

へ の施 肥 を提 議 して い る。 しか しな が ら,試 験 地 を設 け て の 研 究 は1905年 ご ろか らは じめ

られ た よ うで,V.HUGO3)は カ シ,マ ツ,モ ミ,ト ウ ヒ新 植 林 に3要 素 試 験 を行 な い,人

造 肥 料 の有 効 な こ とを指 摘 して い る。E.REuscH4)は,1928年 に ピー ス地 に お け る トウ

ヒ造 林 地 に 耕 うん お よび トー マ ス燐 肥,加 里,お よ び石 灰 が 有 効 で あ る と して い る。 この

時代 に は,林 地 肥 培 の 効 果 は,こ とに 不 毛 地,低 地 位 林 に お い て い ち じ る しい こ とが強 調

され たが,普 通 林 に対 して は そ の効 果 に な お疑 義 を い だ く学 者 も少 な くな か った 。SCHW・

APPACH5)は 林 地 肥 培 の進 展 が遅 い の は,多 くの林 地 が林 木 の生 長 に 十 分 な養 料 を含 んで

お り,ま た深 部 土 壌 の 理 化 学 的 性 質 を改 良 す る の は なか なか 困 難 な こ と,林 業 生 産 の長 期

性 お よび肥 料 の流 亡 性 に よ る効 果 的施 肥 の 困 難 性 な どに よ る と した 。JUNACK6)は ア カマ

ツ林 に対 す る22力 年 の試 験 成 績 か ら林 地 肥 培 に疑 問 的結 論 に達 して い る。

戦 後,欧 米 で は 森 林 の 栄 養 とい う視 点 か ら,林 木 の葉 の養 分 組 成 や養 分 分 布 を調 べ た も

の にTARRANTら7),Louls8),WHITEg),TAMMlo)な ど,ま た林 木 の無 機 養 分 の栄 養 状

態 と林 木 の 生 長 との 関 係 を と り扱 った も の にLEyToNli),FLETcHERら12)な どの研 究 が

あ る。 また林 木 の 養 分 欠 乏 を と り扱 った もの にHEIBERGら13),GEss肌 ら14),WALKER15)

な ど の研 究 が あ る。 これ らは いず れ も林 地 肥 培 の基 礎 分 野 の一 つ で あ る林 木 の栄 養 問題 に

関 す る研 究 で あ る。 これ に 対 して,林 地 肥 培 試 験 に よっ て実 証 的 に そ の効 果 を解 明 して い

こ うとす る立 場 か ら,LuNT16),VIRo17),MITscHERLIcH18),ALTENら19),NEMEc20),

LoHwAssER21),THEMLITz22),GEss肌 ら23),HAussER24),ScHAIRERら25)な どに よ っ

て,そ れ ぞ れ 中 間 報 告 が 行 なわ れ て い る。

わ が 国 で は,芝 本ee)27)は 林 地 肥 培 の重 要 性 を 強 調 した が,そ の後 芝 本 ら28),朝 日29),宮

島30),宮 崎 ら31),塘32),川 名33)な どに よ るそれ ぞれ の 中 間成 績 が報 告 され て い るの を は じ

め,そ の 範 囲 は基 礎 的 な も のか ら実 践 的 な も の ま で数 百 編 に及 ん で い る。

2林 地 肥 培 の 必 要 性

BAKER38)は,森 林 の生 産 過 程 に お い て,窒 素 そ の 他 の養 料 の役 目が農 作 物 よ りも重 要

性 が 少 ない とす る理 由 は ない と し なが ら も(図1),同 時 に,生 物 学 的 な また経 済 学 的 な



数多 くの特殊条件によって,実 践的意義が失われているとしている。 まず,林 地肥培無用

論の生物学的要因として,つ ぎの3点 をあげている。

1完 全蓄積をもつ林分の,乾 重生長量単位当 り,お よび面積当 りの窒素その他の塩類

はほとんどの農作物 より少ない。 これは林木が主 として炭水化物からできているという事

実による。林木にはたいがいの食用植物を価値づけている高蛋白質や ミネラルは含まれて

いないこと

2土 壌から吸収 された養料の比較的小部分が樹幹にとどまり,大 部分は葉や細枝の形

で地床に落ち,土 壌に還元 されること

3深 根かつ長命な林木は,大 量の土壌を利用し,養 料を相当な深さから吸収する。吸

出する土壌の容積 という点からいえば,土 地の単位当 り養料の集中は,比 較的浅根性の連

年作物の場合よりも高 くな くてはならないいわれはないこと

また,林 業生産において窒素は例外的に重要な養料であるとして,つ ぎの3つ をあげて

いる。

1自 然的手段で使いつ くされた窒素を森林土壌に再蓄積させるのは,き わめて困難で

あり,ま た人工的に行なうのは経済的に不可能に近いこと

2窒 素は火入れや浸食によって,き わめて失われやすいこと

3森 林土壌において炭素(C)と 窒素(N)は いろいろの比率をもつので,農 業土壌

ではめったに遭わない特殊型の土壌問題が提起 されること

これらの森林土壌の特性から,林 業生産においては,土 壌管理に失敗しないようみずか

ら注意 しなければならぬこと,腐 植を滅亡 させてはならないことに留意すべきであろう。

つぎに林地肥培が大き く進展 しえないおもな経営経済的要因は,林 地施肥が木材の生長

促進量 と比べて割高となることであるとしている。

以上要するに,林 地肥培は,収穫 物や現金収入が用いられ る肥培実践に左右される農業

ほど重要ではないことを論じている。

図1.平 均 的農林収穫 物の養料 吸収 と利用(Baker)

わが国では,四 手井37)は林地肥

培に限界があることを,生 態学的

立場から指摘している。すなわち,

わが国のような多雨地帯では,短

伐期林業は地力減退をもたらすが

ゆえに,長 伐期による自己施肥能

を十分発揮できる永続的林業が適

当であることを前提 として,同 化

器官が完全に閉鎖 した場合,施 肥

の効果が少なくなるとしている。

それにもかかわ らず,林 地肥培

が研究的に,ま た実践的にますま

すその必要性を高唱され るのはなぜか。林地肥培必要論は,わ が国の林業経営ないし林業

生産のもつ自然的,社 会的,経 済的な特殊な環境条件によってもたらされているというこ

とができよう。これらの諸条件の うちおもなものを列挙すれば,つ ぎのとお りである。



1わ が国の林地は一般に地形が急峻であり,ま た雨量が多 く局地的な豪雨にしばしば

見舞われる。そのため浸食による土壌の流亡が起 こりやすい

2森 林土壌の構成的特徴 として,上 層部の有機質層 と,下 層部の鉱物質層からなって

いることが多い

3温 暖多雨の気候条件により,塩 基の溶脱作用が激しい。 このため酸性土壌になりや

す く,林 木 の生育環境は劣悪化 しやすい傾向が認められる

4悪 化しはじめれば,物 理的,化 学的な悪化にとどまらず,微 生物などの活動が不活

発 とな り,劣 悪化は一層急速に進められる

5光 合成能力のす ぐれた,し たがってまた養分要求度の高い樹種,品 種が開発 される

とともに,広 く普及 しはじめたこと

6利 用関係の技術革新に伴って,短 伐期のしかも大面積,皆 伐,一 斉林による植伐方

式が用いられるようになり,さ らに全幹ないし全木集材方式の導入により伐出技術は向上

したが,他 方では林地生産力の低下が懸念 されること

7営 農による落枝,落 葉の採取

8わ が国の経済発展に伴 う木材需要の急激な高騰と需要構造の変化,な らびに木材価

格の騰貴による営林資本の蓄積 と林業生産の将来性の再認識

9林 業労働力の流出,林 業労賃の高騰とこれに伴 う省力林業技術の導入

10個 別林業経営における経営者意識の高 まり

などである。

3肥 培 林 業 の 推 移 と 現 況

i林 地 肥 培 の 推 移

1960年 に,わ が 国 で化 学 肥 料 を施 した林 家 数 は約52,000戸 とい わ れ て い る。 総 林 家 数

の 約2%が 林 地 肥 培 を行 な っ た こ と とな る。 これ らの肥 培 林 家 は 九 州 地 方 か ら北 海 道 地 方

ま で の広 い範 囲 に分 布 して い るが,都 道 府 県 別 に は新 潟,広 島,愛 知,鹿 児 島,愛 媛 な ど

の各 県 は肥 培 林 家 数2,000戸 以 上 とな って い る。 つ ぎに1960年 か ら1964年 まで の わ が 国

に お け る民 有 林 の施 肥 面 積 の推 移34)は,表1に 示 す とお りで,1960年 に は約15,900haが

施 肥 され,そ の後 は46～13%の 伸 び率 で 着 実 に増 加 して,1964年 に は約36,000haと な

っ て い る。

地 域 別34)に み て み る と,表2の とお りで,

北 海 道 お よび 四 国 を除 け ば,新 植 面 積 の ほ ぽ

5～12%が 肥 培 され て い る。

九 州 地 方 に お け る1964年 か ら1966年(予 想)

まで3力 年 の肥 培 面 積 は,各 県 ご とに 表3鋤

に示 され て い る。 それ ぞれ の県 で,肥 培 面 積

は増 加 して お り,九 州 地 方 の 合 計 で は,1964

年 の約5,740haか ら1965年 に は約9,100ha

と,約59%の 伸 び率 を示 して い る。 また,九

表1.肥 培 面 積 推 移(民 有林)*

*「 日本 林 業 の現 状」よ り
。



表2.地 域 別 肥 培 面 積*

州,山 口地方で用いられた肥料の種類および推定量35)は,表4に 示す とおりである。林業

用化成肥料の増加 と,固 形肥料の減少が目だっている。九州地方全体 としては,林 地肥培

に用いられた各種肥料の総実 トンは1964年

度の295tか ら1965年 度では1,543tと,

約5倍 になっている。

以上要するに,林 地肥培は多雪の北陸地

方から,温 暖な九州地方まで広範囲に実行

されてお り,一 般に新植地の10%内 外に適

用 され,施 肥面積は毎年 しだいに増加する

傾向にあるとい うことができよう。

ii平 均的な林地肥培

1961年 に林地肥培協会は全国都道府県の

林地肥培事例5,839例 について位置,所 有

者,樹種,面 積,林 齢 とともに,肥 料の種類,

施肥時期,施肥回数,施 肥量を調査 し,ま た

林地肥培の効果を定性的に調査 して,そ の

結果をとりまとめている。 これらの事例の

すべてが平均的な技術段階にあるとは,も

とよりいえないが,図 抜けて集約的な肥培

を行なった事例だけの統計ではな く,全 国

肥培林家の約10%を 標本としていることか

ら,い ちおうわが国の林業経営が林地肥培

を その実践面でどのように受けとめている

かをうかがい知 ることができるものと期待

してよいであろう。

表3.九 州,山 口各県別肥培面積*

*「 九 州
,山 口林 地 肥 培 シ ンポ ジ ウ ム資

料」よ り。



まず,調 査事例の施肥着手

年次は 表5に 示されている。

1935年 以前の肥培事例はきわ

めて少な く,全 体の約95%は

1954年 から1959年 までに施肥

されている。ことに1958,9両

年に着手 されたものが 全体の

過半を占めているのは,前 述

のわが国に おける林地肥培の

普及傾向と一致するものと考

えられる。

表4.九 州,山 口 の 肥 料 消 費 集 計*

*「 九 州 ,山 口林 地肥 培 シ ンポ ジ ウ ム資料 」 よ り。

つぎに,ど のような種類の肥料が用

いられてきたか,肥 料使用の推移は表

6.1.表6.2.に 示すとお りである。

すなわち,施 肥林地面積の約94%は 人

造肥料を用いたもので占められている

が,人 造肥料のなかでは固形肥料が施

用面積で最 も広 く全体の約54%,つ い

で窒素肥料の約30%,化 成肥料の約8

%,配 合肥料の約2%な どとなってい

る。固形肥料は1952年 前後から林地肥

培に用いられはじめ,し だいに窒素肥

料 と代替 しながら増加したと考えられ

る。 これは窒素肥料が1952年 以前の既

往肥培林において,そ の約73%を 占め

ていたのに対して,1959年 には約16%

にまで使用率が減退 していることから

うかがえることである。一方,化 成肥

料は山林用肥料 としての歴史が比較的

新 しいとはいえ,1959年 ごろには 約

10%と 相当な実績をもつに至 り,そ の

表5.施 肥 着手年次別事例数*

*「 全国林地肥培事例集」よ り
。

後 も林 業 用 肥 料 と して広 範 か つ大 量 に用 い られ て い る こ とは,先 に 述 べ た と お りで あ る。

施 肥 の回 数 につ い て は,表7.1.お よ び表7.2.に 示 す とお りで あ る。1回 施 肥 は肥 培

事 例 総 数 の約77%で,こ の 当 時 は この方 式 が最 も多 い 。2回 施 肥 は約15%,3回 施 肥 は約

5%,4回 施 肥 は約2%,5回 施 肥 は約1%で,6回 以 上 の連 用 事 例 は きわ め て少 ない 。

施 肥 時 期 が どの よ うに選 ば れ て い るか に つ い て,福 岡県 の ス ギ肥 培 事 例 を も とに 考察 し

て み る と,3月 が最 も多 く約71%,つ い で4月 が約10%,2月 が 約7%,以 下5月,6月,

10月,12月,1月 な どで,2月 か ら4月 に か け ての春 期 施 肥 が 最 も多 く用 い られ てい る こ

とが 認 め られ る。



EiXii6、1.年 次 別1.貝 巴 料 別 面 禾責*(単 イ立10a}

*「 全 国 林 地肥 培事 例 集 」よ り。

表6.2.年 次 別,肥 料 別 面 積 比 率*

(単 位:%)

*「 全 国林 地 肥 培 事 例 集」 よ り。

表7.1.施 肥 回 数 別,効 果 別 事 例 数*



表7.2.施 肥 回 数 別,効 果 別 事 例 数 比 率*

(単 位:%)

*「全 国林地肥培 事例集」 よ り
。

施肥の効果は,全 体的にはその87%に 認められている。また,施 肥回数の増加によって

確実性が高まる傾向があり,施 肥1回(79%),同2回(93%),同3回 以上では96%に 施

肥の効果が認められている(表7.2.)。

第2章 スギ,ヒ ノキ幼 齢林 に おけ る肥培 効果

林地肥培は,そ の上に林木を仕立てるべき林地に,耕 うんあるいは施肥を行なって,地

力の向上を計 り,こ の向上せしめられた地力の利用に基づいて,林 木育成による生産行為

を行なうところの生産活動である。 このように肥培林業生産は林木の育成を基調とする有

機的生産であ り,このことからいくつかの技術的特徴をもっている。すなわち,肥培林業生

産の特質 として,他 の有機的生産と同様にまず報酬漸減の法則が作用すること,他 の生産

要素 との多様な組合せ と相互作用の存在,林 地の本源的性質による影響,気 象条件による

影響などをあげることができよう。本章でとり扱 う主題は,こ のうちとくに報酬漸減の法

則に関連する問題である。報酬漸減則に含まれる内容は,そ の観点によってはなはだ多義

であるが,こ こでは比較対照される費用 と報酬の表示を物量によることとし,し たがって

物的生産性に関する技術的法則 とする立場にたっている。つぎに,報 酬 と対比される費用

は,一 定された生産財に結合される変動費だけを意味するものとした。最後に,こ の法則

を静態的法則として解する立場をとった。そこで,「施肥投入と林木生長 との関係に重要な

影響をおよぼす 他の事情が一様ならば」と仮定 したが,そ のためには,施 肥の費用各単位

が等質で,同 じ組合せ比率で構成 され,か つ同一の技術的方法で増加投入されることが必

要である。このような均質投入は現実にはなかなか実行困難であるので,各 費用単位の価

格が一定なことを意味するにとどめている。

林木施肥は,林 木の生育過程のいずれの時期に施すかによって,幼 齢期施肥 と成木施肥

に分けられている。幼齢期施肥は,制 限された分量の肥料で高い肥培効果をあげるために

は養分要求絶対量が比較的少ない幼齢期を選ぶのが得策と考えられること,ま た幼齢期に

おける生長促進は,そ の後の林木生長を良好ならしめるのではないかと推定 され ること,さ

らに幼齢期は林木の生産過程で 最も手のかかる育林過程を含む時期であることなどから,

林地肥培の実行上最も基本的かつ重要なものであるとい うことができよう。

本章は,幼 齢期におけるスギ,ヒ ノキ林木に対 して,樹 高生長を指標としたとき林地肥



培の効果がどのようにあらわれるかを明らかにして,合 理的な林地肥培法の技術的基礎を

実証的に把握することを目的としている。

1ス ギ 非 等 間 隔 水 準 肥 料 施 用 試 験

i目 的 と 方 法

新植されたスギ経済林に対して,施 肥量を異にする5通 りの林地肥培を行ない,そ れぞ

れの効果の現われ方を把握 して,し かる後にそれぞれの効果の問にどのような傾向がある

かを検討する目的で,1954年 か らスギの非等間隔水準肥料施用試験を行なった。

試験地は4ヵ 所で,そ れぞれ土壌,傾 斜方位,下 層植生などを異にするが,試 験地内で

はなるべ く一様性をたもつように選ばれている。各試験地の概況36)は表8に 示すとお りで

ある。

表8.試 験 地 の 概 況

位 置

地 況

植栽前 の状況

植 生

苗 木

植 栽 本 数

平均苗高cm

植 栽 月 日
施 肥 月 日
測 定 月 日

福 岡 事 業 区
狩 倉 国 有 林
117.り

甘 木 事 業 区
白 石 国 有 林
22.ぬ(下)

用いた肥料は,固 形肥料丸山1号 であり,ア ンモニア態窒素6%,可 溶性燐酸4%,水

溶性カリ3%を 含む1個 約15gr.の 大型粒状肥料である。無施肥区を除 く4種 の処理区に

苗木の活着をみきわめた後,4月 下旬に施肥を行なった。施肥位置は,雑 草その他の根に

なるべ く吸収されないよう深 く施す こととして,苗 木の周囲に約20cmの 距離に深 さ30

cmを 基準 として鉄製案内棒で上半円状に孔をあけて挿入 した。

試験は,斜 面上部と下部の2ブ ロックに分けた乱塊法によった。ブロック内はそれぞれ

5分 して



1無 施肥対照区

2固 形肥料2個/本 区

3固 形肥料4個/本 区

4固 形肥料10個/本 区

5固 形肥料20個/本 区

の5処 理をそれぞれ無作為に割 り当てた。

測定は1954年4月 の設定から1963年4月 までの毎年,生 長終期 ごとに10回 継続して行

なった。なお,試 験期間に生じた故障木(枯 死木,切 損木,病 害木,雪 害木,風 害木,埋

没木および補植木など)は,施 肥効果の正 しい把握をさまたげると考えられるので,被 害

のない正常木のみを集計比較 した。正常木の設定時における樹高,根 元直径 などが各試験

区間で同一水準であったかどうかを検定 してみたところ,差 異が認められなかった。

ii結 果 お よ び 考 察

スギ非等間隔水準肥料施用試験の結果は表9に 示すとお りである。全体的把握を容易な

らしめるため,と りまとめに当って9回 の樹高生長量測定値のなかから3年 目(YI),6年

目(Y■),9年 目(Y皿)の3時 点を選んだ。したがって,本 表の数値は4つ の試験地(P),

5つ の施肥処理(T)に ついて前記の3時 点においてそれぞれ2回 反復(R)さ れた測定結果

を平均値で示 したものである。

分析は,ま ず,各 時点における個々の実験デー タに対 して,分 析1に 示す方法で解析を

行なった。つぎに,実 験の環境条件によって処理効果が異なるかどうかを明らかにし,ま

た一連のすべての実験に対する処理の平均効果の推定 と比較を行な うために,分 析五の方

法により測定時点別の解析を行なった。それぞれの分析はつぎに示す手順によって行 なわ

れている。

分析1

個々の実験データに対する解析は,乱 塊法(一 重の群分け)63)に よった。 すなわち,計

算法を一般化 して示すためtの 処理 とrの 群があるとし,測 定値を.yで あらわすと,分

散分析はつぎの手順で計算 され る。

① 処理合計(T∂,群 合計(凡)お よび総計(G)を 求める。

② 修正項

③ 合 計

④ 反 復

⑤ 処 理

⑥ 誤 差

分析 】1

この分析は,肥 料施用試験の実験結果をさらに広い地方に対 して有用ならしめるために

行 なったものである。すでに4つ の試験地は地力変化の広い範囲を含む ように選ばれてい

る。処理効果が実験の環境条件によって異なるかどうかを検討 したが,す べての実験は同



表9.試 験 地 別,処 理 別,時 期 別 樹 高 生 長
'ル

じ計画で行なわれているので,計 算はつぎの手順によった。

① 処理合計(T,),場 所合計(Pi)お よび総計(G)を 求める

② 修正項

③ 場 所

④ 処 理

⑤ 処理×場所



⑥ 反 復

⑦ こみ に した 誤 差:分 析1のP個 のs2の 合 計

要 因 の うちい ず れ を 分 母 と し てF検 定 を行 な うべ きか は 数 学 模 型 を調 ぺ て決 定 した 。Xt」

が ブ 番 目 の処 理 の ゴ番 目 の場 所 で測 定 され た平 均,π ε と τゴは そ れ ぞ れ 場所 と処 理 の効

果,陶 は処 理 ×場 所 の交 互 作 用,∂ り は 実 験 誤 差 を あ らわ し,そ の場 所 で そ の処 理 を受

け た プ 個 の地 区 の平 均 で あ る 。仮 定 は つ ぎの よ うに示 され る。

tij=μ 十 πi十 τi十 μノ十eij

い ま,

となるので,処 理を母数と考え,場 所を変量と考 える本実験における平均二乗の期待値は

「混合模型」で示され,つ ぎのよ うになる。ただし,記 号 ア,ρ,'は それぞれ反復,場 所,

処理の数である。

平均二乗の期待値(混 合模型)

場所(変 量)

処理(母数)

場所 ×処理

誤 差

林木の生長を論ずる場合,交 互作用が存在するか少な くもその存在は無視できないと考

えられ,し かも処理効果間に一貫 した差があるかどうかを知 らねばならない。そこで,そ

の検定に対するFの 分母は交互作用の ㎝.S.を 用いた。また,場 所 および交互作用 場

所 ×処理の2要 因はそれぞれこみにした誤差(poolederror)の ㎝.s.を 用いた。

分散分析の結果は表10(分 析 ∬)お よび欄外(分 析1)に 示す とお りである。

表10.一 連 の 実 験 結 果 の 分 散 分 析

個 々の実験 に対す る処理のF比



分析1に よれば,3年 目では宗像試験地(P1)お よび小石原第1試 験地(P2)は5%の

有意水準で処理効果があると認められる。しかしながら,小 石原第2試 験地(P3)お よび

同第3試 験地(P4)に おいては処理効果に差が認められなかった。 ここで,効 果の認めら

れた2試 験地はいずれもインスギを用いてお り,認 められなかった2試 験地はいずれ もア

ヤスギを用いている。アヤスギの特性として初期効果は樹高生長 よりむしろ根元直径ない

し樹冠の発達に貢献する傾向があると推定されるが,実 験結果は品種の特性によって施肥

効果が影響を うけたのではないかということを示 していると考 えられよう。また,6年 目

では4試 験地のうち小石原第2試 験地(P3)だ けが5%の 有意水準で有意であった。9年

目では同じく小石原第2試 験地(P3)が1%の 有意水準で有意性を示したが,こ れらは前

記 と同様の理由に基づ くのではないかと考えられる。

つぎに,処理効果が実験の環境条件によって異なるかどうかは分析∬によって検討 した。

4試 験地を結合した場合,3年 目について処理×場所の交互作用の誤差に対するF検 定を

行なった ところ,5%の 有意水準で有意差が認められた。ついで処理の処理×場所に対す

るF検 定を行なったが,有 意差は認められなかった。 このことから,処 理効果は場所によ

って異なってあらわれるのではないかと推定される。同様にして6年 目,9年 目について

一連の実験に対する検定を行なったが,そ れぞれ主効果および交互作用のいずれにも有意

差が認められなかった。

これらのことから,場 所によって施肥効果のあらわれ方が異なること,品 種にょって施

肥後の生長経過が異なるのではないかなどが指摘できよう。

表11は9年 目の対照区平均樹高に基づいて地位区分を行ない,対 照区の各期生長量合計

を100と して,そ れぞれの施肥処理における生長量を指数であらわしたものである。

表11.地 位 別 処 理 別 の 樹 高 生 長 指 数

各処理の効果は

0個 区(100)〈2個 区(104)〈4個 区(108)<10個 区(111)<20個 区(112)

とな り,施 肥量が増すにしたがって,樹 高生長指数は増加する傾向が認められる。

以上要するに,ス ギ新植林分4ヵ 所に対 しただ1回 の固形肥料施用を行ない,そ の他の

林分 とり扱い法を一定にした9年 間の現地試験の結果,ス ギの樹高生長を促進する手段 と

して,肥 培処理は潜在的な有効性をもつ こと施肥後3年 目までのように比較的初期におい

て効果が高いのではないか,ま た環境条件によって肥効のあらわれ方がかな り異なること

などが推定 されよう。



2ス ギ 等 間 隔 水 準 肥 料 施 用 試 験

i目 的 と 方 法

前 と同様に,造 林初期に行なわれた林地肥培の生長促進効果を把握することを目的 とし

て本試験を行なった。前節の結果か ら,固 形肥料丸山1号 の限界生長促進力が予想よりも

かなり小さいのではないかと考えられ,ま た試験地 として選びうる林分の面積的制約を考

慮 して,5個 を単位として等間隔水準の肥料試験を行なったのである。等間隔性は,追 加

された肥料効果の吟味を簡明にする利点をもつ ことも,こ の設計を採用 した理由の一つで

ある。この試験は,1956年 から福岡市近郊の2ヵ 所のスギ新植地において行なった。

久山試験地(P1)は,福 岡県粕屋郡九大粕屋演習林15.は 林小班内にあ り,面積0.1187ha

南向きの斜面の中腹にある。 傾斜は30度 で,角 閃岩を母岩 とする深度中庸の埴壌土であ

る。本試験地は前生の広葉樹の皆伐跡地で,そ こに粕屋苗畑産の実生スギ(3年 生)を 人

工植栽したものである。植栽本数はha当 り約3,000本 であった。1956年3月 に植栽 し,

同年5月 に施肥処理を行なった。

脇山試験地(P2)は 福岡事業区脇 山国有林85.は 林小班内にあ り,面 積0.1132ha,北

向きのやや風当 りの強い山腹に位置している。傾斜は28度 で,花崗 岩の風化したやや深

い葡行性壌土からなっている。スギの皆伐跡地に在来品種 インスギ(ヤ ブクグリ)1年 生

挿木苗をha当 り約3,000本 植栽 し最初の1年 間はサ トイモの木場作が行なわれている。

植生はススキを主 とする雑草である。1956年3月 に植付け,同 年5月 に施肥を行なった。

用いた肥料は固形肥料丸山1号 である。施肥の要領は前節で述べたものと同様である。

試験設計は,い ずれの試験地においても,2ブ ロックの乱塊法によった。すなわち,試

験地上部に第1ブ ロック,下 部に第2ブ ロックを設け,そ れぞれ4つ の施肥処理種を無作

意に割 り当てた。4つ の処理種は,つ ぎに示すとお りである。

1無 施肥対照区

2固 形肥料5個/本 区

3固 形肥料10個/本 区

4固 形肥料15個/本 区

測定は1956年5月 から1962年4月 まで,生 長終期 ごとに6年 間継続して行なった。 この

期間内に生じた故障木は,測 定 とりまとめ資料から除外 して,正 常木のみの樹高生長促進

効果を比較することとした。なお,1956年 設定当時の樹高が各試験区間で同一水準にある

かどうかを確かめるため検定を試みたが,そ の結果両試験地 ともいずれの処理区において

も差異が認められなかった。

ii結 果 お よ び 考 察

スギ等間隔水準肥料施用試験の6年 間の成績を要約してみると,表12の とお りである。

本表の数値は2つ の試験地(P),4つ の施肥処理(T),お よび2回 の反復(R)別 に3つ

の時点(Y)を 施肥後2年 目(YI),同4年 目(YII),同6年 目(YIII)に 選んで樹高生

長量を平均値で示 したものである。



表12.試 験 地 別,処 理 別,時 期 別 の 樹 高 生 長

分析

この表に基づいて,前節 と同様に分析1お よび分析∬による解析を行なった。すなわち,

分析1は 個々の実験データに対する解析であり,乱 塊法(一 重の群分け)に よっている。

また,分 析五はさらに広い地方に対 して有用ならしめるためにこれらの実験を結合 して行

なった分散分析で,主 効果 としての処理効果および処理 ×場所の交互作用のF検 定が眼目

となっている。分散分析の結果はそれぞれ表13お よび同表の欄外に示すとお りである。

表13.一 連 の 実 験 結 果 の 分 散 分 析

個 々の実験に対する処理 のF比

等間隔に設計 した4施 肥処理においては,い ずれの試験地,い ずれの時期についても樹

高生長促進効果に差が認められなかった。また,試 験地を結合して時期別に処理および処

理 ×場所についてF検 定を行なった結果,い ずれの場合にも樹高生長に差が認められなか

った。しかしながら,対照区の生長指数を100と したとき,固 形肥料丸山1号5個 区は95,

同10個 区で112,同15個 区では109と なる。1本 当 り10,15個 のように比較的多量に施



肥 を行 な った 区 で は生 長 促 進 の傾 向 が 高 くな るの で は な い か と考 え られ る。 また,林 齢 の

推 移 に よ って施 肥 効果 が どの よ うに変 わ るか を検 討 して み よ う。施 肥 後2年 目 の対 照 区 樹

高 生長 指 数 を100と す れ ば,5,10,15個 区 で は それ ぞれ105,115,114と いず れ も 対 照

区 よ り高 い 。 しか しな が ら年 数 の経 過 と と もに指 数 の差 は少 な くな り,施 肥 後4年 目で は

対 照 区 の 生 長 指 数100に 対 して,5,10,15個 区 で は それ ぞれ95,119,112と な っ て 少

量 施 肥 区 で は 施 肥 効 果 が 認 め られ ない 場 合 を生 じ,さ らに 施 肥 後6年 目で は 同 じ く92,

108,106と な っ てい わ ゆ る累 積 効 果 は 認 め られ ない よ うで あ る。 これ らの こ とか ら,施 肥

方 法 の 改 良 と くに 施 肥 後 少 な く とも2,3年 まで に 追 肥 を 行 な う必 要 が あ る ので は な い か

と考 え られ る。

3ヒ ノ キ 非 等 間 隔 水 準 肥 料 施 用 試 験

i目 的 と 方 法

ヒノキについて,造 林初期における林地肥培の樹高生長におよぼす影響を把握すること

を目的として,ヒ ノキ新植林分を実験材料 として1954年 から9年 間にわたって 非等間隔

水準の肥料試験を行なった。

試験地は3ヵ 所でいずれもヒノキ適地と判断された林地である。各試験地の概況36)は表

14に示すとお りである。

肥料は固形肥料丸山

1号 を用いた。施肥の

要領はスギについて行

なった前出の試験 と同

様である。

つぎに 試験 設計は,

それぞれの試験地を上,

下 ブロックに区分 した

2ブ ロックの乱塊法に

ょった。すなわち,ブ

ロック内をさらに5等

分して,そ れぞれに5

施肥処理種を無作為に

割 り当てた。 これ らの

施肥処理種は,

1無 施肥対照区

2固 形肥料丸山

1号2個/本 区

3固 形肥料丸山

1号4個/本 区

表14.試 験 地 の 概 況

4固 形肥料丸山1号10個/本 区

5固 形肥料丸山1号20個/本 区

である。



測定は1954年4月 設定時から1963年 までの9年 間である。この期間内で生じた各種の

故障木を資料からとり除き,正 常な生育を続けた林木のみを比較の対象とした。各試験地

ごとに,処 理区の設定時樹高の間に差があるかどうかを検定した結果,3試 験地 ともいず

れの処理区間においても差異が認められなかった。

ii結 果 お よ び 考 察

ヒノキ非等間隔水準肥料施用試験の9年 間の成績を要約して示せば 表15の とおりであ

る。本表の数値は3つ の試験地(P),5っ の施肥処理種(T),お よび2回 の反復(R)

別に施肥後3年 目,6年 目,9年 目の3時 点(Y)を 選んで樹高生長量を平均値で示 した

ものである。

表15.試 験地別,処 理別,時 期別 の樹高生長

分析

この表に基づいて,ス ギの場合 と同様に分析1お よび分析llvaよ り解析を行なった。す

なわち分析1は 個々の実験データに対する解析で乱塊法(一 重の群分け)に よっている。

また,分 析11は これらの実験を結合 してさらに広い地方に対して有用ならしめるため行な

ったもので,主 効果 としての処理効果および処理 ×場所の交互作用のF検 定が主眼 となっ

ている。分散分析の結果はそれぞれ表16お よび同表の欄外に示す とおりである。

分析1に よれば,3年 目では宮野第1試 験地(P2)は5%の 有意水準で 処理効果が 認

められ,ま た,小 石原第3試 験地(P3)は1%の 有意水準で処理効果が認められる。 し

かしながら周船寺試験地(P1)は 処理間に差が認められなかった。 つぎに,処 理効果が

実験の環境条件によって異なるかどうかを分析1[で 検討 してみると,3試 験地を結合した

場合,3年 目における処理x場 所の交互作用には1%の 有意水準で差が認められた。つい

で処理の処理×場所に対するF検 定を行なったが,有 意差は認められなかった。以上の分

析結果から,処 理効果は場所によって異なるのではないかと判断される。6年 目および9



表16.一 連 の 実 験 結 果 の 分 散 分 析

年目の両時点においては,分 析1お よび 分析]1の いずれにおいても有意差は認められず,

したがって ヒノキに対する林木施肥の効果は持続性に乏 しいのではないかと考えられる。

いま,生 長指数により処理効果を検討 してみると,対 照区の樹高生長指数を100と すれば固

形肥料丸山1号2個 区,4個 区,10個 区,20個 区の生長指数は それぞれ108,113,108,

109と なり,施 肥処理間に大きな差が認められない。 ヒノキ幼齢林の施肥は,比 較的少量

でもかな り高い効果が期待できる場合があるのではないかと推定されよう。肥効の持続性

について考察するため,対 照区の3時 期における生長指数をそれぞれ100と して,4っ の

施肥処理の3時 期における平均指数をそれぞれ求めて比較 した。施肥後3年 目では平均施

肥効果指数は120で 最 も高 く,6年 目,9年 目には それぞれ108,108と 低 くなる。本試

験のような1回 施用法では,3年 目以後は肥効が増進されるより,む しろ維持される形を

とるのではないかと推定される。ヒノキについても,ほ ぼ3年 目前後に追肥を行なうこと

が最低限必要ではないかと考えられる。

4ヒ ノ キ等 間 隔 水 準 肥 料 施 用 試 験

i目 的 と 方 法

この試験は,ヒ ノキを材料 として,造 林初期の林地肥培効果を実証的に把握することを

目的として,1956年 から開始 した。

本試験地は,福 岡県甘木事業区角円国有林8.る 林小班にあ り,面 積0.093ha,西 向 きで

傾斜は35度 とやや急である。第3紀 層に属 し,小 丘陵の中腹以上か ら頂上近 くに位置 し,

土壌は壌土である。この丘陵はもと採草地であったが,ヒ ノキ新植後2年 目に施肥試験地

を設定 したのである。

用いた肥料は固形肥料丸山1号 である。施肥の要領は前に述べたもの と同様である。試

験地は,2ブ ロックの乱塊法によって分割 した。すなわち,試 験地を上,下 ブロックに分

け,そ れぞれのブロックにつぎに示す4つ の施肥処理をそれぞれ無作意に割 り当てた。

1無 施肥対照区



2固 形肥料丸山1号5個/本 区

3固 形肥料丸山1号10個/本 区

4固 形肥料丸山1号15個/本 区

1956年5月 に施肥処理を行ない,ま た設定時樹高を測定 した。 その後1962年 まで生長終

期ごとに樹高生長を6回 測定 した。なお,植 栽本数はha当 り約3,500本 であった。

1956年 設定当時の樹高が,そ れぞれの試験区において同一水準にあるかどうかを確かめ

るため検定を行なったが,両 試験地 ともいずれの試験区間においても差異が認められなか

った。

ii結 果 お よ び 考 察

ヒノキ等間隔水準肥料施用試験における6年 間の成績を要約すれば,表17に 示すとお り

である。本表の数値は1つ の試験地(P),4つ の施肥処理(T)お よび2回 の反復(R)

の結果を施肥後2年 目(YI),同4年 目(Y■),同6年 目(Ym)ご とに樹高生長量を平

均値で示 したものである。

この表に基づいて,ス ギの場合 と同様

に分析1に よる解析を行なった。 すなわ

ち,分 析1は 個々の実験データに対する

解析であり,乱 塊法(一 重の群分け)に

よっている。 分散分析の結果は表18に 示

す とお りである。

等間隔に設計した4施 肥処理において,

いずれの時点についても樹高生長促進効

果に差が認められなかった。 しか しなが

ら,対 照区の生長指数を100と したとき,

固形肥料丸山1号5個 区 では110,同10

個区では103,同15個 区では115と な り,

施肥区は いずれ も対照区よ り高い樹高生

長指数を示 している。 また,林 齢の推移

によって施肥効果は どのように変わるか

について検討してみると,施 肥後2年 目

表17.処 理別,時 期別 の樹高生長

(単位:cm)

表18.分 散 分 析



の対 照 区樹 高 生長 指 数 を100と す れ ば,5,10,15個 区 で は そ れ ぞ れ105,115,114と な

り,施 肥 後4年 目で は 対 照 区樹 高 生 長 指 数100に 対 して5,10,15個 区 で は そ れ ぞ れ95,

119,112と な り,さ らに 施 肥 後 の6年 目 で は 同 じ く92,108,106と な り,い わ ゆ る累

積 効 果 は認 め られ な い よ うで あ る。 これ ら の こ とか ら,さ らに 高 くまた 継 続 的 な施 肥 効 果

を得 る た め に は施 肥 方 法 の改 良 と くに施 肥 後 少 な く とも2,3年 まで に追 肥 を行 な う必 要

が あ るの で は な い か と考 え られ る。

5樹 高 生 長 漸 減 則 に 関 す る考 察

本章の冒頭で,肥 培林業の経営上,合 理的な林地肥培法に近づ くためには,林 地肥培に

おける生長漸減の法則を明らかにするのが重要な手段の一つであることを指摘 した。その

考察を行なうには,ま だ資料が十分 とはいえないが,本 章の1～4に おいて検討 した実験

成績に基づいて,ま た十分でない点は諸学者の研究成績を引用 しながら,い くつかの点に

ついて考察を加えてみることとする。

① 肥効の持続性

スギ,ヒ ノキなど林木は,一 般に超永年

作物であ り,ま た熟期が明瞭でないので,

どの時期を選ぶかによって生長漸減の法則

は異なって くる。

施肥の効果を樹高の指数であらわした場

合,施 肥後の数年は高い指数を示すが,そ

の後はしだいに増加しな くな り,つ いには

いったん達 した指数水準から維持または減

少にかわる。塘39)はアカマツに1回 だけ3

要素施肥を行ない,8年 目までの樹高指数
図2.樹 高 指 数 の 年 変 化(塘)

の年変化を調べ,図2に 示す ような施肥効果の増減の傾向をえている。

② 樹高生長漸減の形態

合理的な肥培水準について,A.JACOBら ω)は肥料の費用 と実現 された収穫i物価格の間

の経済的優位性 と同様に,収穫 の種類,樹 種あるいは品種,肥 培の方法などによって,合

理的水準は異なるとしている。また,き わめて少量の肥料,こ とに燐酸や加里の少量施肥

はほとんど効果が認められないことが多い ことから,収穫 曲線は横軸に施肥量をとったと

きにS字 型を呈するとしている。たとえば,図3は,そ の簡略化した傾向を示 している。



図3.施 肥 費 用 と収穫 の増 加(H.vOIIUexktill)

図4.ス ギ樹高指数の施肥量に よる変 化

林木の収穫期は,一 義的に決めがた

いが,た とえばスギの樹高生長漸減の

形態を調べるときに,3年 目,6年 目,

9年 目における樹高指数の平均値によ

って一種の収穫 曲線を求めてみると,

図4の ような曲線 とな り,前 図とよく

似た傾向が認められる。一般的性質と

してほぼ認められていることに,施 肥

量増加の頭初において収穫iは漸増して

その後漸減に移るという漸増減の形態

があるが,ス ギなど林木においてこの

漸増減が認められるかどうかは,さ ら

に精細な試験によって確かめることが

必要であろう。

③ 肥効増進方法 と肥培効果の限界

前章において,現 実の肥培林業経営

に関する調査結果か ら,施 肥回数を1

回か ら6回 以上まで増加 させるにした

がって,い ちじるしい肥効を示す例が

多 くなることを引用 した。ある品種が

与えられている場合,肥 効の増進手段

はこれ らの施肥量,施 肥回数のみなら

ず,地 栴え法,苗 木の選択,植 付法,植

栽密度,保 育法などおよそ人間の力で

改良できる要素すべてが含まれよう。

土地の物理的,生 物的改良法も肥効促

進の一手段である。さらに各種の保護施設や保護活動なども含 ませることができる。現実

経営において林地肥培は無数の技術水準をもち うると考えられ,こ れらの技術水準は前記

の施肥を含む生産各要素の結合の態様によって規定されるということができよう。

収穫の漸減性は,用 いられた技術水準のいかんによってそれぞれ異なる曲線で示しうる

と予想 され るが,林 地肥培で最初に技術的関心をひ くことの一つは,育 林過程に林地肥培

を導入 した場合,到 達しうる肥培効果の上部限界はどこにあるかとい うことである。

まず,現 実の林業経営のなかで,技 術的に高い効果を収めることのできた例41)を検討し

てみることとする。1回 施肥30例 を含む71例 の林地肥培の,回 数別個所数および樹種 こ

みの樹高指数階層別頻度分布は,表19お よび表20に 示されている。樹高指数で150～250

表19.施 肥 回 数 別 個 所 数*

*「 第1回 全 国林 地 肥 培 コ ン クー ル成 果 集」よ り。

以上の高い肥効のあった例は,

全体の約46%を 占めている。

このような傾向は,1962年 の

全国林地肥培 コンクール応募林



表20.上 長生長肥効率の階層別頻度分布*

分 の樹 高 指 数 を示 した 表21に お い て も認 め られ る と ころ で あ る42)。 ま た,1回 だ け施 肥

表21.樹 種 別 肥 効 率*

を行 な っ た場 合 で も,い ろ い ろ の工 夫 に よ って す ぐれ た 肥 効 を 発 揮 させ て い る こ とは注 目

され る。

ま た,林 地 肥 培 に よ る樹 高 生 長 の す ぐれ て い る例 を,1964年 お よび1965年 の前 記 コ ン

クー ル 応 募 林 分 か ら スギ,ヒ ノキ 別 に と りま とめ て 示 せ ば 図5お よ び 図6の とお りで あ る。

図5.ス ギ優良肥培 林の平均樹高

(第4回,第5回 全国林地肥培 コンクール成果表に よる)
『'tYN-1

培法の確立に大きな影響を与えるものと期待される。

これ らの図か ら,ス ギでは年平均生長

量が1.4mに 及ぶ例,ヒ ノキでは0.9

mに 及ぶ 例があることが 報告 されて

いる。

さらに,林 分材積収穫 量は,無 施肥

林分 と比べた場合,肥 培林においてい

ちじるい しく大 きくなることは,図7

劒に示すとお りである。

以上要するに,周 到な幼齢期におけ

る林地肥培は,施 肥を組み込まなかっ

た従来の育成林業ではとうてい達成 し

えなかった域まで,林 地生産力を高め

る役目を十分に果たしていると認めら

れ,こ のような可能性を実現する純粋

技術 としての林木肥培の追求およびそ

は,林 業経営における合理的肥



図6.ヒ ノキ優 良肥培林 の平均樹高

(第4回,第5回 全国林地肥培 コンクール成果表に よる)

図7.ス ギ優 良肥 培 林 の材 積 生 長

(森 林 と肥 培,No.34に よ る)

第3章 相 知 型 ス ギ 肥 培 林 の収穫 予 想

1総 説

相知型スギ肥培林は,佐 賀県東松浦郡相知町地方において,同 町の山口巻雄氏が30数

年前から自己所有林に実施 してきたもので,独 特のスギ肥培施業法を一貫 して用いている

ことから,と くにこの名称で呼ぶこととした。

篤林家によって古 くから行なわれてきた肥培林について,そ の成績を調べることは,研

究上また実践上 きわめて重要なことと考えられる。 しかるに,こ の分野の研究は,既 往肥

培林分を単独に調査 した例,あ るいは既往肥培林分を隣接した対照林分と比較検討 した例

などがみられるにす ぎない。そのため,調 査結果はその時点における成績を示すか,あ る

いは樹幹析解法により近似的に生長経過が推定されるにとどまっている。 このようなこと

から,肥 培収穫 表の出現がまたれながらも,わ が国の林地肥培の歴史がまだ日浅 く,こ れ

までのところ,同 じ肥培方法によって伐期にいたるまで継続的に経営された事例がほとん

どないので,研 究は進められなかったのである。たまたま,統 一的な林分とり扱い法によ

り造成された前記相知型スギ肥培林分の一集団を見いだした。本章の目的は,そ の調査結

果に基づいて収穫表ないし収穫予想表を調製することにある。

相知型スギ肥培林における肥培方法は,そ の集約度から判断すれば,お おむね中庸であ

り,し たがつてまた,中 庸規模の林業経営に適当するのではないか と考えられる。

スギの肥培技術は日進月歩の現状にあり,本 法をもって最 も理想的な肥培技術であると

はもとより認めがたいが,不 完全ながらも肥培収穫 表を調製できるならば,技 術的に林齢

の推移による林分構成諸因子の実態を把握するとともに,後 章の経済的な検討の基礎資料

とすることができよう。



i調 査 地 の 概 況

相知地方は佐賀県の北西部に位置 しており,松 浦川の上流,平 野がつきて丘陵性の山が

ようや く迫ってきた辺 りにある。調査地の標高は100～200m程 度である。本地方は,佐

里砂岩層に属しており,最 上部は骨石,上 部は凝灰質岩層を多 く含む骨石帯である。礫岩

以上の上部帯は主 として灰緑色緻密堅硬な中～細粒の塊状砂岩であ り,そ の風化によって

黄褐色を呈 している。化石種からは本邦新第3紀 層のものと近縁であるとされている。佐

里砂岩層は上部層は骨石帯 といわれ,佐 里型の薄板状砂岩 と灰黒色砂質頁岩および凝灰質

砂岩,頁 岩などを主とし,い わゆる骨石 および暗色緻密堅硬な硅質細粒砂岩をはさんでい

る。浅海底で石英粗面岩質の火山灰が堆積 して生じたという頁岩はこの地方の主岩で,淡

青色ごく緻密堅硬な燧石質の凝灰質頁岩で,縦 に柏子木状に割れ,こ れにそって風化 して

黄褐色ないし白色を呈する。

相知地方のスギ林土壌の性質について,佐 藤敬二44)は30年 生の地スギ肥培林および無

施肥林地の地表層および表土の化学的性質を表22の ように報告 している。

表22.佐 賀県相知町スギ施肥林土壌の化学 的性質**

*me/loo9乾 土

第 三 紀層,安 山 岩,傾 斜6。,20点 ず つ と って2partsと して分 析。

**佐 藤 敬二 「実 践 造 林 」 よ り。

気象概況は,年 平均気温15.4℃ 内外,年 平均降雨量1,771mm程 度で,温 暖多雨とい

えよう。

以上のような自然環境から,本 地方の立地条件はむ しろマツの生育に適 しているのでは

ないかと考えられ る。スギ人工林は沿革的に新しく,採 草地転換や広葉樹林の林種転換に

ょってはじめられた第1代 造林地が大部分を占めている。スギ林は中腹以下の谷筋に多い

が全般 としてはスギ人工林率はあまり高 くない。

ii相 知 肥 培 林 の 施 業 法

スギ肥培林の品種は,在 来品種アヤスギ系のアカバと推定 され,相 知地方ではナ リヤマ



スギと称されている本地方の地スギである。苗木はいずれも2年 生挿木苗を用いているが,

育苗期にあらかじめ硫安その他による肥培管理を行なって,葉 色がやや紫色がかるほど十

分に施肥を行なったということである。

山出し苗は,十 分に発根 し,か つ充実 した2年 生の健苗を選んでいる。

植付けは,火 入れ地拵 えを行なった後,鍬 を用いて幅約2.5尺(75cm),深 さ約1尺(30

cm)以 上の植え穴を掘 り,雑 草木の根を除去 しなが ら耕 うんを行ない,ご みがはいらぬ

よう注意 しなが ら,て いねいに行なっている。植付けの時期はいずれも春期植栽である。

本数密度は,林 木の生長を考慮 して縦幅約1間(1.8m),横 幅約1間 半(2.7m)の 長

方型植えとしているので,ha当 り植栽本数を標準で示せば約2,060本 である。

植栽後1ヵ 月を経て苗木が活着 した時期を選んで,第1回 の施肥およびマルチ処理を行

なっている。すなわち,苗 木の根元か ら約20～30cmへ だてた位置で,地 表層ないし表土

(Ao～A1の 一部)を 上半円周状にかす りとり,苗 木1本 当り約5匁(19g)の 菜種油粕を

施 している。施肥後,1～2cmの 厚さに薄 く覆土 しているが,さ らにネズ ミの食害および

風による根元の動揺を防ぎ,雑 草木による植生競合から苗木を援護する目的で,苗 木の周

囲を岩礫で囲う一種のマルチングを併施 した。菜種油粕は,有 機質窒素肥料のなかでは土

壌中での分解が最 も遅い肥料の一つであ り,林 業用肥料 として適当ではないかと判断して

試用 したものである。

施肥回数は,植 栽の年から3年 間にわたって毎年1回 ずつ合計3回 である。いずれ も施

肥要領は前記第1回 目の方法 と同様であ り,マ ルチをいったんとり除 き,肥 培処理を行な

った後,再 びもとの位置に戻している。

補植は,新 植の翌年に行なっている。また,施 肥林の保育法についてのべると,ま ず下

刈は初年度が年2回,2～3年 目まで年2回 で施肥実行年には集約な下刈を行ない,さ ら

に4～5年 目までそれぞれ年1回 ずつ下刈を実施するのを基準としている。除伐や間伐は,

被害木の除去以外にはあまり実行されていない。

以上要するに,相 知型肥培施業法は,つ ぎの各項目に示す特色をもっているといえよう。

① 遅効性有機質肥料を用いていること

(2)3年 連続の施肥を行なうこと

(3)マ ルチングの併用

④ 比較的少ない植栽本数

(5)林 木の養分要求 と雑草木による養分循環機能の合理的調整

ことに⑤について,実 行者の山口氏の山作 りは 「山を作るには,ま ず草を作れ」という提

唱に最 も簡明に表現 されているといえよう。

iii資 料 の し ゅ う 集 と 測 定

調査 したスギ肥培林は,相 知町字杉野の山口巻雄氏の所有,管 理 している林分で,3年

生から37年生までの各齢級の正常林分 と認められる同齢単純林である。また,比 較対照す

るために,面 積,林 齢,疎 密度,立 木密度,健 全性などが対照林分 として適当と認められ

る普通無施肥林を,そ れぞれの肥培調査林分に隣接ないし接近 した場所で選定 した。以上

により調査 した標準地はスギ肥培林11ヵ 所,無 施肥林13ヵ 所であった。



調査方法

これ らの林分に対する調査測定法はつぎのとお りである。

① 面 積

収穫表調製資料を求める標準地 として適当と考えられる林分を区画選定した。

② 主副林木の区分

調製要綱45)の主副林木区分基準にしたがって,中 庸度の間伐を行なった場合に保残され

るべ きものを主林木,間 伐 されるべきものを副林木 として,各 標準地 ごとに毎木調査を行

なった。

③ 林 齢

植栽年度から算定 して求める,い わゆる経営林齢をもって林齢とした。

④ 胸高直径

地上高1.2mの 位置をもって胸高として,輪 尺で直角2方 向の直径を測定 し,そ の平均

値をもって測定木の胸高直径 とした。測定単位は1cm括 約である。

(5)樹 高

幼齢林では測尺によって直接測定を行ない,0.1m括 約 とし,壮 齢林以後はワイゼ測高

器により毎木測定を行ない,0.5m括 約 とした。

(6)平 均胸高直径および平均樹高

主林木,副 林木ごとにそれぞれ測定値を集計 した後,平 均値を算出した。単位は小数以

下1位 に とどめた。

(7)幹 材 積

熊本営林局調製のスギ立木幹材積表によって単木材積を求め,そ の集計により総材積を

求めた。

(8)胸 高断面積

主,副 林木 ごとに胸高直径階別頻度分布をとりまとめて,そ の結果から胸高断面積を集

計により算出した。

結 果

上述の要領によって,ス ギ肥培林およびスギ無施肥林のそれぞれについて,測 定結果を

とりまとめて示せば表23の とお りである。

2相 知 型 ス ギ 肥 培 林 分 の 構 成 的 特 徴

表23に 示された 相知地方のスギ肥培林分および普通林分,な らびに熊本地方スギ林分

収穫表46)の3者 について,林 分構成諸因子を比較して肥培林分の構成の相対的特徴を明ら

かにした。

i林 齢 対 平 均 胸 高 直 径

林齢の推移による平均胸高直径の増加は図8に 示すとおりである。 この図から,ス ギ肥

培林木は単木の肥大生長がす ぐれていると認められる。壮齢林においてますます較差が大

きくなる傾向にあるといえよう。その理由としていろいろ考えられるが,第1に 造林初期

の肥培による効果の保持,集 約な下刈による効果の助長,さ らに還元された下層植生によ



表23.相 知 型 ス ギ 肥 培 林 お よ び 相 知 地 方 ス ギ 普 通 林 標 準 地 の 総 括

()内 は樹高1.2m以 上 の調査木 のみの合 計数値を示 す。



図8.林 齢 対 平 均 胸 高 直 径

る地力増進など,施 肥を契機 とする綜合的な肥培効果により促進されたのではないかと推

定される。また,肥 培林の本数密度が比較的粗であることも大きな肥大生長を生じた原因

のひとつではないか と考えられ る。すなわち,疎 植は急速な林分閉鎖による肥培木相互の

競合を緩和するので,肥 培木の肥大生長が一層強められたのではないかと推定される。

ii林 齢 対 平 均 樹 高

主副林木合計の平均樹高は,図9に 示すとお りである。相知地方 の地位を推定するため

に無施肥普通林の樹高生長を熊本地方 メアサスギ林分収穫 表の 数値と比較 してみると,

同品種がやや晩生種に属することを考慮 して も,本 地方の平均地位はだいたい中庸度に近

いのではないかと推定される。一方,肥 培林の樹高生長は無施肥普通林のそれよりもかな

り大きい傾向が認められ,ま たメアサスギ1等 地の樹高生長をも上まわる。これらの比較

により,相 知型スギ肥培林施業の綜合効果は壮齢に到っても樹高生長によくあらわれてお

り,地 位を1等 級以上引き上げていることは,肥 培林土壌の化学的性質が向上しているこ

とを指摘 した表22の 分析結果からみてもうなずけることである。

iii平 均 胸 高 直 径 対 平 均 樹 高

肥培林および無施肥普通林の各標準地について,平 均胸高直径 と平均樹高の関係を示せ

ば図10の とお りである。



図9.林 齢 対 平 均 樹 高

図10.平 均 胸 高 直 径 対 平 均 樹 高



同図にみられるように,両 者の関係はいずれも直線回帰に近い。また,関 係比率は無施

肥普通林がやや大 きい傾向にあるといえるようである。すなわち,平 均胸高直径を固定 し

て考えると,一 定の平均胸高直径に対する平均樹高は無施肥対照区の方が大きい。 これは

主 として肥培林における肥大生長が上長生長 よりも大 きいことを意味していると考えられ

る。

iv林 齢 対 本 数

スギの立木本数は,地 位,林 齢によって異なるのみでな く,施 業法によっても異 なる。

図11は,肥 培林および無施肥普通林ならびにこれ らと比較するため熊本地方メアサスギ林

図11.林 齢 対ha当 り 本 数

の中庸地位における立木本数を示したものである。相知地方普通林の立木本数は分散がか

な り大 きいが,メ アサスギ林中庸地位における立木本数 とほぼ同程度と認められる。一方,

肥培林ではこれらの両者に比べてかな り疎植 といえよう。しかしながら,立 木本数の較差

は林齢の推移に伴いしだいに解消 して,35年 生前後ではほぼ同一水準に近づ く。民有スギ

林分では当初ha当 り3,000本 ～4,000本 の苗木植栽が普通であるが,間 伐の手遅れある

いは伐 り惜しみなどのため時期を失する例が少なくない。相知型スギ肥培林の実行者によ

れば,単 木生長の促進による 林分収穫 の早期増進の見地 および それぞれの林木に対する

愛情から,意 識的に減少せ しめたとい う。

vha当 り 本 数 対 平 均 胸 高 直 径

各標準地について,平 均胸高直径 とha当 り本数の関係を示せば図12の とお りである。



肥培林および普通林は,い ずれ

も本数密度の減少にしたがって

平均胸高直径は増加する一定の

傾向が認められる。したがって,

肥培林および普通林の本数を比

較すると,両 者の林齢範囲はほ

ぼ似かよった標準地であるにも

かかわらず,肥 培林の本数密度

は比較的小さく,ま た平均胸高

直径の大きいものが多い。これ

らの測定値を比較検討してみる

と,肥 培林木の特徴は,一 般に

本数密度が普通林より小さく,

単木の肥大生長が大きいといえ

よう。

図12.平 均 胸 高 直 径 対ha当 り 本 数

vi林 齢 対 幹 材 積

スギ肥培林 と同普通林,お よび相対的位置づけのために熊本地方メアサスギ林の3者 に

ついて林齢 とha当 り幹材積の関係は図13に 示すとお りである。肥培林の本数密度はきわ

めて小さく,35年 生でha当 り815本 であって,普 通林の同年生における1,432本 に対 し

図13.林 齢 対ha当 り 幹 材 積 図14.平 均樹高対ha当 り幹材積



て約57%に すぎないが,単 木の肥大生長にまさるので林分幹材積では約162%と かえって

大 きくなる。このような幹材積生産力差の生ずることを,た だちに施肥処理のみの効果 と

することはできないが,施 肥処理を含む肥培施業法の綜合効果によるものと推定 してよい

のではないかと考えられる。

また,平 均樹高 とha当 り幹材積の関係は肥培林および普通林 ともいずれ も直線回帰 の

関係にあることは図14に 示すとお りである。

vii林 齢 対 平 均 生 長 量

林分材積をそれぞれの林齢で除 して平均生長量を求めたのが図15で ある。肥培林分の平

均生長量は37年 生で最大値の約20m3に 達 してお り,20年 生以上の5標 準地における平

均生長量はおよそ14～20m3の 範囲にある。 これに対して,普 通林では22年 生における15

m3を 最大値 とし,20年 生以上の6標 準地における平均生長量はだいたい9～15m3の 範囲

にある。以上から,平 均生長量は肥培林がいちじるしく大きい こと,ま た林齢の推移 とと

もにしだいに較差が大きくなる傾向が壮齢期で認められるということができよう。

図15.林 齢 対 平 均 生 長 量



3資 料 の 吟 味

測定地は,肥 培林 および 普通林のいずれも正常林分と認められるものを選んでいるが,

これらの測定地のなかには,一 般的傾向からいちじるしく離れているものが含まれている

かも知れない。

そこで,つ ぎの各項によって異常林分をみいだし,こ れを棄却する必要がある。資料吟

味に用いた条件47)は,つ ぎのとお りである。

(1)林 齢に対するha当 り主林木本数

(2)林 齢に対するha当 り主林木胸高断面積合計

③ 林齢に対するha当 り主林木平均胸高直径

(4)林 齢に対するha当 り主林木幹材積

⑤ 主林木平均胸高直径に対するha当 り主林木本数

⑥ 林齢に対する主林木平均樹高

これらの各項について,肥 培林および普通林分別に資料を吟味することとして,資 料の

分布中央線の両側に帯状曲線をえがき吟味した結果,一 般的傾向からはずれた測定地は認

められなかった。

4地 位 区 分

収穫予想表調製のためしゅう集 した各調査地は,い ずれも相知町一帯にあり,そ れらの

自然的な立地条件は比較的よく似ている。また,肥 培施業林の事例は数が少ないので,地

位区分を行なって各地位に対応する収穫 予想表を調製する必要はないと判断された。そこ

で,肥 培林分収穫 予想表および普通林分収穫 予想表のいずれも平均地位について調製する

こととし,地 位区分は行なわなかった。

このように平均地位についてとりまとめたが,こ れはまず収穫 予想表の適用範囲は相知

町一帯であって比較的狭いこと,自 然的立地条件が類似 していること,こ れまでの検討結

果から,林 分構成の諸因子はいずれも偏差量が比較的小さい ことなどか ら,前 述のとりま

とめ法によってもいちじるしい不都合は生じないものと認め られたか らである。

5収穫 表 構 成 数 値 の 決 定

i相 知 型 ス ギ 肥 培 林

1)主 林 木

a平 均 樹 高

主 林 木 の平 均樹 高 は,林 齢 との 函 数 関 係 か ら求 め たas)49)50)。す なわ ち,Korstin式 お よ

び吉 田式 を適 用 して,最 小 自乗 法 に よ り係 数 を 決 定 す れ ば,つ ぎの 実 験 式 が 得 られ る。

109.y=一 一〇.85693十2.1224910gx-0.48267(logx)2



上式から,各 曲線を実測値分布図にえがき,実 測値に対する適合性を検討すれば,図16

図16.林 齢 対 平 均 樹 高

お よ び 表24に 示 す とお りで あ る。

両 者 に み られ る よ うに,両 式 は い ず れ も測 定 資 料 の 状 態 を よ くあ らわ して い る。Korstin

式 は標 準 偏 差 お よ び平 均 誤 差 率 が吉 田式 よ りも小 さ く,正 負 の 個 数 差 が 少 な い と認 め られ

る。 そ こで,Korsttn式 を も って 関係 式 と して,林 齢 に対 す る樹 高 分 布 の中 央 線 と し た。

表24.林 齢 対 樹 高 曲 線 式 の 適 合 性

算 出 式

Korstin式

吉 田 式

ただ し



こ こで,σ:標 準 偏 差,〃:個 数

ッ:実 測 値,ヅ:算 出 値

㎝:平 均 誤 差 率(記 号 は 以下 同様)

b平 均 胸 高 直 径

aと 同 様 に,実 測 値 か らみ て,比 較 的 よ く適 合 す る と認 め られ るKorstin式,吉 田式

を用 い て,最 小 自乗 法 に よっ て係 数 を求 め れ ば次 式 に示 す とお りで あ る。

Korstin式:logy=1.06166-一 一〇.3317210gx+0.40394(logx)2

吉 田 式

(y:平 均 胸 高 直 径(cm),x:林 齢(年))

前 と同様にして,偏 差,標 準偏差,平 均誤差率をもとに両式の適合性を検討してみると,

表25の とお りである。

表25.林 齢 対 平 均 胸 高 直 径 曲 線 式 の 適 合 性

この表から,両

式はいずれも比較

的よく適合 してい

ると認められる。

し か しな がら,

吉田式が凸形であ

る の に 対 して,

Korsifn式 はやや

凹 形 を 示す こと

は,図17に 示すと

お りである。肥培

林における生長特

性の一つとして,

高い生長が壮齢期

にいたるまで保た

れることは実測値

の分布状態から推

定できよう。そこ

で,両 式 のうち

図17.林 齢 対 平 均 胸 高 直 径



Korstin式 が 適 当 では ない か と考 え,林 齢 に対 す る平 均 胸 高 直 径 の 資 料 分 布 中 央 線 と して

Korsifn式 を用 い る こ と と した 。

c林 齢 対 胸 高 断 面 積 合 計

ha当 り胸 高 断 面 積 に つ い て,前 と同 様 に してKorsitn式 お よび 吉 田 式 を 用 い て 最 小 自

乗 法 に よ って 係 数 を算 出 し,次 式 を得 た。

Kors益n式:10gy=-1.14299十3.1311210gx-0.75984(logx)2

吉 田 式:

(.y:ha当 り胸 高 断 面 積 合 計(m2),x:林 齢(年))

両 式 につ い て 前 と同様 に適 合 性 を調 べ て み る と表26の とお りで あ る。

表26.林 齢 対 胸 高 断 面 積 合 計 式 の 適 合 性

この表からみる

と標準偏差,平 均

誤差率はKorstin

式が小さ く,正 負

偏差の個数も等 し

い。また,図18は

両式 と実測値の適

合状態を示してい

るが,吉 田式は2

次 項 の値が 小さ

く,ほ ぼ 直線性

を呈するのに対 し

て,Korstin式 は

凸形 となって,30

年以前では吉田式

より大 きく,そ れ

以後では吉田式 よ

り小さい数値を示

している。

以上の検討の結

果,Korstin式 は

実測値の平均状態

図18.林 齢 対 胸 高 断 面 積 合 計



を よ くあ らわ して い る と認 め られ る。 そ こで,同 式 を もっ て資 料 分 布 中 央 線 と した 。

d林 齢 対 幹 材 積

これ ま で と同様 に,Korstin式,吉 田式 を 用 い て,最 小 自乗 法 に よ り曲線 式 を求 めれ ば,

つ ぎに示 す とお りで あ る。

Korstin式:logy=-1.09923十3.5961910gx-O.68070(logx)2

吉 田 式

また 両 式 の適 合 性 は,表27に 示 す と お りで あ る。

表27.林 齢 対 幹 材 積 曲 線 式 の 適 合 性

また,両 式 と実測値の関係は図19に 示されている。

図19.林 齢 対ha当 り 幹 材 積



Korstin式 は,資料の分布状態をよくあらわ しているのに対 して,吉 田式は壮齢期以後に

過小値 となる傾向があるのではないかと考えられる。すなわち,実 測値 との正負関係,標

準偏差,平 均誤差率はいずれもKorstin式 がよい適合性をもっていることを示 している。

そこで,林 分に対するha当 り主林木幹材積の資料分布中央線 として,Korsitn式 を用い

ることとした。

e林 齢対ha当 り主林木本数

林齢 と本数の関係式を導 く方法 としては,適 当な数式を選んで直接的にあらわす方法,

また,平 均胸高直径 と本数 との関係式を決めておいて,前 記の林齢対平均胸高直径の関係

式に代入して林齢 と本数の関係を求める間接法,さ らに両法の結果および現実の植栽本数

などから綜合判断を行なって適正な関係を推定する方法などが考えられる。

ここでは,ま ず直接法によって数種の式を検討してみたところ,Korstin式 は実測値の

分布状態を比較的よくあらわしてお り,最 小自乗法による数式は次式のとお りである。

log .y=3.4826-0.453210gx十 〇.0905(logx)2

(y:ha当 り本数(本),x:林 齢(年))

この式の適合性は表28お よび図20の 結果から,実 測値分布を比較的よくあらわしてい

ると認められる。

表28.林 齢対ha当 り主林木本数曲線式 の適合性

図20.林 齢 対ha当 り 本 数



つ ぎに 第2の 間 接 法 に お い て,和 田 式 を 用 い てha当 り本 数 と平 均 胸 高 直 径 の 函 数 関 係

を求 め て,つ ぎ の実 験 式 を算 出 した 。

log .y=3.5050-0.373710gx

(.y:ha当 り本 数(本),x:平 均 胸 高 直 径(cm))

この式 の適 合 性 を検 討 して み る と,表29お よび 図21の とお りで あ る。

表29.平 均胸高直径対ha当 り本数 曲線式 の適合性

図21.平 均 胸 高 直 径 対ha当 り 本 数

さ らに,和 田式 に林 齢 対 平 均 胸 高 直 径 の実 験 式 を代 入 す れ ば,間 接 的 に林 齢 とha当 り

本 数 の 関 係 を あ らわ す 次 式 が 導 か れ る。

lo9 .y=3.5050-0.3968109x-0.1510(logx)2

(.y:ha当 り本 数(本),x:林 齢(年))

この式 の実 測 値 に 対 す る適 合 性 を検 討 す れ ば 表30の とお りで あ る。

表30.林 齢対ha当 り主林木本数 曲線式の適合性

直接法および間接法から導かれた両式について,そ の適合状態を比較検討 してみると,

直接法のKorstin式 は実験式 との正負関係が偏 らず,ま た標準偏差および平均誤差率がと

もに小さレ・。



そ こでKorsUn式 を主 と して 用 い る こ と と して,幼 齢 期 の 一 部 を 修 正 して 資 料 分 布 中 央

線 とした 。

fha当 り 幹 材 積 生 長

ha当 り幹材積連年生長量は,当 該期間における主林木幹材積生長量(ALA")を 期間

年数(5)で 除 して求めた。 また,ha当 り幹材積平均生長量は,各 林齢における主林木幹材

積(A)を それぞれの林齢数(y)で 除して求めた。これらの主林木幹材積生長量は,表31

および図22に 示す とおりである。

2)副 林 木

副林木の構成数値は,実 測資料の各要素

から主林木の場合 と同様にして 函数関係を

用いて決定する直接法,あ るいは主林木 と

副林木の各要素 ごとに函数関係を用いて求

める 間接法に よって 求める ことが できよ

う。

ここでは資料の関係から,主 として後者

によって副林木の構成数値を決定すること

とした。すなわち平均樹高,平 均胸高直径

は主林木 との函数関係から,ま た 本数は主

林木本数の減少関係によって,さ らに これ

らの三者からha当 り副林木幹材積を求め

ることとした。

a平 均樹高

副林木 および主林木平均樹高の相関関係

を調べるために実測値の分布図をつ くって

みたところ,両 因子問に直線回帰がなりた

つと認められた。 そこで実測値から最小自

乗法に よって 常数項を決定 して 次式を 得

た。

.y=-2.23十 〇.95x

ただし.y:副 林木平均樹高(m),

x:主 林木平均樹高(m)

表31.幹 材 積 生 長 量

実測値 と回帰線をとりまとめて図示すれば図23の とお りである。そ こで この実験式に主

林木の齢階査定樹高を代入 して,そ れぞれの齢階における副林木の平均樹高を算出した。

林齢の函数に変換 したこの副林木平均樹高曲線が実測値分布に対してどのように適合す

るかを検討 したのが図24で,比 較的よい適合を示すので間接法により平均樹高を決定 した。



図22.林 齢 対 幹 材 積 生 長 量

図23.主 林木平均樹高対副林木平均樹高

覧



図24.林 齢 対 副 林 木 平 均 樹 高

b平 均 胸 高 直 径

副林木の平均胸高直径と主林木平均胸高直径 との関係を実測値分布から検討してみると,

直線回帰 とみてさしつかえないようである。そこで実測値から最小自乗法により常数をき

めて次式を求めた。

.y=-4.00+0.91x

(.y:副 林木平均胸高直径(cm),x:主 林木平均胸高直径(cm))

上式は,図25に 示す とお り,実 測値 との関係はよく適合 していると認められる。

図25.主 林木平均胸高直径対副林木平均胸高直径



そこで,こ の実験式に主林木の査定平均胸高直径を齢階別に代入 して,副 林木の平均胸

高直径を算出した。こうして求めた林齢の函数とした副林木平均胸高直径が実測値分布に

どのように適合するかは,図26に 示すとお りで,比 較的よく適合 していると認められる。

そこでこの実験式に齢階別の主林木査定平均胸高直径を代入 して,副 林木の平均胸高直径

を算定 した。
畠

林令{年⊃

図26.林 齢 対 副 林 木 平 均 胸 高 直 径

cha当 り 本 数

各標準地における副林木本数は施業法が必ず しも斉一ではな く,こ とに間伐法は林分に

より異なるので,副 林木本数を実測値から直接に推定するのは不適当と考えられる。そこ

で,各 齢階ごとの査定主林木本数の差をもって次期の副林木本数とする方法により,ha当

り副林木本数を査定した。その結果は図27に 示すとお りである。

図27.林 齢 対 副 林 木ha当 り 本 数



dha当 り 幹 材 積

幹 材 積 に つ い て も,前 項cと 同様 の理 由 か ら,直 接 に 林 齢 との 関 係 か ら求 め る の は適 当

で な い と考 え られ る。

そ こで,前 記a,b,cで 査 定 した 副 林 木 の平 均 樹 高,平 均 胸 高 直径,お よびha当 り本

数 の推 定 値 に基 づ いて,立 木 幹 材 積 表 か ら材 積 を求 め る こ と と した。

す な わ ち,副 林 木 の平 均 胸 高 直径 と平 均 樹 高 か ら齢 階 別 に 次 式,す なわ ち

logv=5.7962十1.8196109d十1.0257109h

(v:平 均 木 材 積(m3),d:平 均 胸 高 直 径(cm),h:平 均 樹 高)(m)

か ら平 均 木材 積 を 求 め,こ れ らに それ ぞ れha当 り本 数 を 乗 じてha当 り幹 材 積 を求 め た。

その 結 果 は 表32お よび 図28に 示 す とお りで あ る。

表32.齢 階 別ha当 り 副 林 木 幹 材 積

図28.林 齢 対 副 林 木ha当 り幹 材 積

3)主 副 林 木 合 計 数 値

a本i数

主副林木合計本数は直接実測値から算出せず,さ きに査定 した主林木および副林木本数

の和によって求めることとした。



b幹 材積

主副林木合計幹材積は,各 齢階ごとに査定した主林木および副林木幹材積を合計して求

めることとした。

c幹 材積生長量および生長率

幹材積連年生長量は,各 齢階ごとに主副林木合計材積と前期齢階の主林木幹材積の差を

期間年数で除して求めた。幹材積平均生長量は(A),(B)の2様 で示す こととして,(A)

はある齢階までの総収穫 量をそのときの林齢で除して求め,(B)は ある齢階における主副

林木合計幹材積をその林齢で除して求めた(表33)。

表33.幹 材 積 生 長 量

また,主 副 林 木 合 計 幹 材 積 の 生 長 率 は,PRESSLER式 す な わ ち

た だ しP:生 長 率,M:最 後 の材 積,n:期間 年 数,㎝:最 初 の材 積

に よ って 算 出 した もの で,そ の結 果 は表34に 示 す とお りで あ る。

表34.幹 材 積 生 長 率

4)収穫 予想表の調製

以上のように相知型スギ肥培林分について,主 副林木の構成数値を算定 したが,こ れを

見やす くならべて同地方の平均地位における基準収穫 表を調製 した。すなわち,5年 ごと

の齢階に分け,5年 ～35年 の範囲について各構成数値を求めた結果はとりまとめて示せば



表35の とお りで あ る。

表35.相 知 型 ス ギ 肥 培 林 分収穫 予 想 表(平 均地位)

i童 相 知 地 方 ス ギ 普 通 林

相知地方の普通施業によるスギ林分の収穫予想を行ない,前 記の肥培林 と比較対照 して

肥培施業法の相対的生産力を明 らかにする目的でスギ普通林の収穫予想表を調製 した。 し

たがって,測 定林分は,肥 培林調査地 とそれぞれ類似 した立地条件をもつように隣接して

あるいは付近に求めている。

資料の吟味,地 位区分

資料の吟味はつぎの各項について行なった。

① 主林木平均胸高直径に対する主林木のha当 り本数

② 林齢対主林木平均樹高

(3)林 齢対主林木平均胸高直径

④ 林齢対主林木ha当 り幹材積

これらの各要素について吟味した結果は 図29～ 図32の とお りであ り,比 較的よい適合

を示すのでいずれも採用することとした。



図29.主 林木平均胸高直径対主林木ha当 り本数

図30.林 齢 対 主 林 木 平 均 樹 高



図31.林 齢 対 主 林 木 平 均 胸 高 直 径

図32.林 齢 対 主 林 木ha当 り 幹 材 積



また,地 位 区分 は,肥 培 林 の場 合 と同様 な理 由,す な わ ち 適 用 地 域 が 比 較 的 狭 い こ と,

調 査 地 の地 位 は比 較 的 均 一 と認 め られ る こ と な どか ら行 なわ ず,平 均 地 位 を 示 す もの と し

た 。

1)主 林 木

a平 均 樹 高

主 林 木 の平 均 樹 高 は,林 齢 との函 数 関係 か ら求 め た 。 す な わ ち,Korsifn式 お よび 吉 田

式 を用 い て最 小 自乗法 に よ っ て常 数 を決 定 す れ ば,つ ぎ の式 が 求 め られ る。

Korstin式:logy・=O.67753+1.5059010gx-0.17809(logx)2

吉 田 式 は や や 凹 型 と な り,一 般 の樹 高 と林 齢 の 関 係 か らみ て や や 特 殊 な曲 線 とい え よ う。

これ に対 してKorstin式 は や や 凸型 を呈 し,ま た偏 差 の斉 一性,標 準 偏 差 お よび 平 均 誤 差

率 は いず れ も吉 田式 に ま さ るの で,KorsUn式 を もっ て関 係 式 と した。

b平 均 胸 高 直径

aと 同 様 に して,実 測 値 か らみ て比 較 的 よ く適 合す る と認 め られ るKorsUn式 を用 い て,

最小 自乗法 に よ って係 数 を決 め れ ば,林 齢 と平 均 胸 高 直径 の 関 係 は 次 式 で あ らわ され る。

logy=-2.06457十3.9267610gx-1.10818(logx)2

(.y:平 均 胸 高 直径(m),x:林 齢(年))

偏 差,標 準 偏 差,平 均 誤 差 率 な どに つ い て この 式 の 適 合 性 を 検 討 してみ る と表36に 示 す

とお り,Korsifn式 は林 齢 と平 均 胸 高 直径 の 関係 を よ くあ らわ して い る と認 め られ る。

表36.林 齢 対 平 均 胸 高 直 径 曲 線 式 の 適 合 性

cha当 り本数

主林木ha当 り本数は,平 均胸高直径 との函数関係から求めることとした。 いま和田式

を用いて最小自乗法によって常数を決定すれば次式に示す とお りである。

logツ=3.4900-0.1750109x

(y:ha当 り本数(本),x:平 均胸高直径(cm))

表37に より,そ の適合性を検討 してみると,平 均誤差率18%で やや大きい。

つぎに,和 田式に林齢対平均胸高直径の実験式を代入すれば,林 齢 とha当 り主林木本

数の関係をあらわす次式が求められる。



表37.平 均胸高直径対ha当 り主林木本数 曲線 の適合性

109ツ=3.8513-O.687210gxH-0.1939(logx)2

(y:ha当 り主 林 木 本 数(本),x:林 齢(年))

この式 の実 測 値 に対 す る適 合 性 を検 討 して み る と表38の とお りで あ る。

表38.林 齢対ha当 り本数曲線 の適合性

以 上 か ら,代 入 式 を も っ てha当 り主 林 木 本 数 の式 と した 。

dha当 り幹 材 積

ha当 り幹 材 積 の 算 定 は,第1法 と して林 齢 とha当 り幹 材 積 と の函 数 関 係 か ら,第2法

と して査 定 され た 平 均 胸 高 直 径,平 均 樹 高,本 数 を それ ぞれ 求 め た後,さ らに これ ら の査

定 結 果 を比 較 勘 案 して適 正 と考 え られ る数 値 を決 定 す る方 法 が あ る。

まず,前 者 はKorstin式 を用 い て最 小 自乗 法 に よ り常 数 を決 定 す れ ば,次 式 の とお りで

あ る。

lo9ツ=-5.19070十9.38388109x-2.79337(logx)2

(dY:ha当 り幹 材 積(m3),x:林 齢(年))

Korstin式 の実 測 値 に対 す る適 合 性 は表39に 示 す とお りで あ る。

表39.林 齢対ha当 り幹材積 曲線 の適合性

Korstin式 が 比 較 的 よい 適 合 を示 す の に対 して,和 田式 を用 い たha当 り幹 材 積 と平 均

樹 高 の 関係 式

lo9.ソ=一 一一 〇.47532十2.74430109x

(.y:ha当 り幹 材 積(m3),x:平 均 樹 高(m))

で は偏 筒 し,平 均 誤 差 率31%で あ ま り よい適 合 性 を示 す とは認 め られ な い。

以 上 か らKorstin式 を用 い る こ と と した。



e幹 材積生長量

幹材積生長は,齢 階ごとにha当 り幹材積の査定数値を用いて,材 積の連年生長量お よ

び平均生長量を求めた。

すなわち,材 積連年生長量は,あ る齢階の査定幹材積 と前齢階の幹材積 との差をその期

間年数で除 して求め,ま た平均生長量は各齢階 ごとに査定幹材積をそれぞれの林齢で除す

ることによって求めた。 これらの生長量 と林齢の関係は図33に 示すとお りである。

図33.林 齢 対 幹 材 積 生 長 量

2)副 林 木

a平 均 樹 高

実測値から副林木平均樹高 と主林木平均樹高の相関関係を調べてみると,両 因子にはほ

ぼ直線回帰が認められる。

そこで回帰式を用いて最小自乗法によって常数を決定 して次式を求めた。

ごソ=-0.64十 〇.83x

(.y:副 林木平均樹高(m),x:主 林木平均樹高(m))

実測値に対する回帰線の適合は図34に 示されている。

つぎに,こ の実験式に主林木の齢階別査定平均樹高を代入 して,そ れぞれの齢階におけ

る副林木の平均樹高を査定した。その結果は,図35に 示され,比 較的よい適合を している

と認められる。



図34.主 林 木平均樹高対副林木平均樹高

図35.林 齢 対 副 林 木 平 均 樹 高

b平 均胸高直径

副林木の平均胸高直径 と主林木平均胸高直径の関係は,実 測値の分布から直線回帰 と認

められる。そこで,回 帰式を用いて最小 自乗法により常数を決定すれば次式のとお りであ

る。

.y=-1.20十 〇.79x

(.y:副 林木平均胸高直径(cm),x:主 林木平均胸高直径(cm))



この式は図36に 示す とお り,実測値との関係が比較的よい適合状態にあると認められる。

図36.主 林木平均胸高直径対副林木平均胸高直径

そ こで,こ の実験式に主林木の査定平均胸高直径を齢階別に代入 して,そ れぞれの副林木

の平均胸高直径を算出した。

こうして求めた曲線式の実測値分布への適合性は,図37の ように比較的よく適合してい

ると考えられ る。

図37.林 齢 対 副 林 木 平 均 胸 高 直 径

したがって,こ の曲線に基づ く数値をもって査定平均胸高直径 とした。

cha当 り本数

ha当 り本数は,各 齢階ごとに査定 した主林木本数の差をもって,次 期の副林木本数 と

する。その結果は図38に示すとお りである。



図ト38.林 齢 対 副 林 木ha当 り 本 数

dha当 り幹 材 積

前 記a,b,cに お い て査 定 した副 林 木 の平 均 樹 高,平 均 胸 高 直 径 お よ びha当 り本 数 の

数 値 に基 づ い て,材 積 表 か ら平 均 木 材 積 を求 め,こ れ にha当 り本 数 を乗 じ てha:当 り幹

材 積 を算 出 した。 そ の結 果 は 図39に 示 す とお りで あ る。

図39.林 齢 対 副 林 木ha当 り幹 材 積

3)主 副 林 木 合 計 数 値

主副林木合計数値のとりまとめ要領は,1.3)の 肥培林の場合と同様である。



4)収穫 予想表の調製

相知地方スギ普通林分について,平 均地位における主副林木の構成数値を とりまとめ,

利用 しやすいようにならべて,基 準収穫 予想表を調製した。これは5年 の齢階ごとに5年

～35年 までの各構成数値を示している。 すなわち,相 知地方スギ普通林分収穫 予想表は,

表40に 示すとお りである。

表40.相 知 地 方 ス ギ 普 通 林 分収穫 予 想 表(平 均地位)

6相 知型スギ肥培林分収穫 予想表の検討

相知型スギ肥培林のもつ諸特徴については,す でに本章2に おいて明らかにしている。

はたして相知型スギ肥培林は同地方のスギ普通林 と異なる性格のものとして,別 個の収穫

表に調製すべきかどうかを検討 した。 このことにつき井上51)はアカマツについて中林型お

よび純林型の収穫表を比較 し,施 業法の相違によって林分構成諸因子が変ってい くことを

確かめている。

ここでは,ま ず平均樹高および幹材積を指標 として相知地方スギ普通林,北 九州地方ス

ギ林52),内 地一般スギ林53)の資料を比較することによって,相 知地方の一般的地位がどの

ような位置にあるかを吟味した上,つ ぎに相知型肥培林の特徴を要約 して示すこととする。



i相 知 地 方 の 地 位 の 推 定

北九州地方 スギ林収穫 表は,北 九州から中部九州方面を対象として調製されたもので,

気象条件,自 然的立地条件,施 業法などは相知地方 とほぽ類似しているものと認められる。

同表から地位別に上,中,下 の3地 位級を用いることとした。 内地一般スギ林収穫 表は,

立木度別に調製されているが,地 位別に同じく上,中,下 の3地 位級をとった。

1)主 林 木 平 均 樹 高

主林木の平均樹高は,一 般に地位の指標 としてよく用いられている。相知地方のスギ林

は内地一般のスギ林と比べてみると,良 好な上長生長をしているとは認められず,30年 生

前後では大体地位3等 級に当る生長を示 している。また,北 九州地方のスギ林は,内 地一一

般の水準をやや下回るのではないかと推定されるが,相 知地方のスギ林は大体その平均地

位に当る上長生長 を示 している(図40)。

図40.林 齢 対 主 林 木 平 均 樹 高

これ らのことから,相 知地方のスギ生育環境条件は,全 国的にやや劣悪,北 九州地方と

してはほぽ中等地に当るのではないかと考えられる。



ha当 り主林木幹材積は,図41に 示す とお り,北 九州地方の平均地位に当る生長をなす

ものと考えられ る。 このように相知地方のスギ林がha当 り本数では比較的少ないにもか

かわらず,幹 材積では平均地位に当ることは,単 木の幹材積が割合に大きいことを示 して

いる。また内地一般のスギ林 と比べて,相 知地方のスギ林幹材積生長は大体平均地位 と下

等地との中間に位置づけられよう。

以上の検討結果からみて,相 知地方のスギ普通林はあまり優良な立地条件の上に成立 し

たものではないことが推定できよう。

図41.林 齢 対ha当 り 幹 材 積

ii相 知 型 ス ギ 肥 培 林 の 特 徴

相知地方のスギ普通林は一般的にいって中等地以下ではないかと推定 されるが,そ れに

もかかわらず,肥 培林では伐期に至るまでよく高い効果が維持増進されている。相知型ス

ギ肥培林の特徴は,つ ぎの諸点に要約することができよう。

① 施肥,マ ルチングを契機とし,合 理的植栽本数,集 約保育により地力の増進および

維持を計 り,そ の結果高い肥大生長を進めたこと。

(2)肥 培林の土壌は明らかに良質化する傾向が認められ,樹 高生長からみて地位1等 級



ないし2等 級ひき上げられているのではないかと考えられること。

(3)植 栽本数からみると比較的疎植型で,間 伐はほとんど行なわれず,30年 生に至って

一般のとり扱い法によるスギ林 とほぼ同一の本数水準 となる。 したがって機械化林業に適

した林分造成法のひとつといえよう。

④ 幹材積の平均生長量はha当 り約20m3(37年 生)で,普 通林の約133%と なる。

第4章 スギ 品種 と施肥 集約 度の最 適組 合 せ

1総 説

林業経営には種々の形態があることは周知のとお りであるが,経 営主体が異なればその

目的とするところもまた違って くる。一経営で幾つもの目的をもつことも可能である。し

かしながら,合 理的思想をもつ林業経営では,林 業生産を手段 として,最 大の純収益を獲

得することは最 も一般的な目的のひとつであるといえよう。ふつ う,利 潤は最終生産物の

価格 と生産量ならびに生産原価の3者 を把握することによって求めることができる。

企業利潤=(価 格 一原価)×生産量

すなわち,経 営は原価的観点からみれば,自 由競争の下で価格が経営にとって与えられた

条件の下では,で きるだけ原価を低減 し生産量を増大 させようと努める。

生産原価は,生 産のために犠牲 とされ る各種の生産財,お よびその用役の物量に,単 価

を乗 じたものの合計である。そこで,生 産原価の低減は,価 格を考慮 して最低の生産原価

が得 られるような生産財の最小結合を求めることにほかならない。

肥培林業生産は,一 定の土地をもととして,こ れに各種の固定的生産財を結合した固定

的生産設備に,い ろいろな消耗的生産財を投入 して営 まれる。 ここで 「生産設備の変更を

伴 うことなしに生産数量の適応を許すに足 りない 期間を短期(shortrun)と すれば,生

産設備は一定であって,生 産量の増減は集約度の変化によるほかはない。

ここに造林後,数 年間にわたって下刈を実行 し,現 在では下刈を行なわな くてもよい構

成をもつ林分があるとす る。 このような下刈終了林分は,林 業生産の特質から今後の林業

生産に対する資本的林分であ り,同 時にこれまでの経営努力によりもたらされた生産物で

あるという2面 性をもつ ということができよう。かかる中間生産物 という時点で肥培林業

をとらえる経営では,少 な くとも同等以上の潜在生産力をもつ中間生産物を,生 産財の最

小結合によって実現することが中間目標 となる。

本章の目的は,こ のような内容の中間目標をもつ合理的肥培林業経営において,施 肥の

最適集約度を追求することにある。

i肥 培林業における下刈問題

人工植栽に適する林地は,比 較的地味優良なことが多 く,そ のため植栽木のみならず下

層植生はしばしば旺盛な生長を行なうので,林 木定着後にこれら下層植生の競合力を弱め

ることを目的として下刈処理が行なわれている。その期間は樹種,植 生状態,立 地条件な

どにより林分 ごとに異なるが,一 般には7年 前後から10数 年 ぐらいである。 またha当

り8～20人 を要 し,季 節性をもつ。 下刈費用は,生 産期間が長 く,面 積的広が りの大きい



林業生産で新植費用 とともに重要な費用項目に数えられている。

このような下刈作業の負担を軽減する手段 として,ま ず林木については樹種,品 種の改

良および選択,植 栽密度,並 木植えなどの植栽方式および地拵 え法の吟味などが行なわれ,

また植生に対 して化学薬剤の散布,下 刈方式の選択,下 刈機械の導入などが考えられてい

る。 しか しながら下刈負担の軽減は,林 分を早期に閉鎖状態に導 くことが最 も肝要であ り,

このような視点から林地施肥は有力な手段 と認められつつある現況にある。

ことに林業労働の不足による育林労働の合理的省力を行なう必要性がますます高 くなっ

ている現在では,実 践林家にとって下刈負担軽減のための林地施肥は重要な問題 として意

識 されるに至っているといえよう。

そこでこのような問題意識から,合 理的施肥集約度を追求 してみることとした。

まず,林 木の競合力判定の因子 下刈終了期を決定づける因子一 として樹高生長を

用いることとした。 林地肥培の効果は,地 下部の主根,細 根の発達を促 し,っ いで葉,

枝条,幹 部などの地上各部に及ぶとされている。それにもかかわらず とくに樹高生長を肥

効の指標に選んだのは,樹 幹における樹高生長は一般に他の因子の生長量 との相関が高い

と認められるからである。

最適組合せの基礎事項の一つである収穫 漸減の法則については,す でに 第2章 でスギ,

ヒノキの肥培試験例その他によって実証 したところである。本章ではまず本法則の一般的

な経済的技術的性質を検討 してみることとする。

ii林 木施肥における樹高生長漸減の法則

林業生産において,一 定の生産設備を伴 う一定の土地を基盤 とした とき,こ れに投入さ

れる変動費と生産量の関係は,い わゆる報酬漸減の法則(Gesetzdesabnehmenden

Ertrags,principleofdiminishingreturnes)と してひ・ろ く知 られている。 その内容は

きわめて複雑であるが,そ の うち数量関係を示す最 も基本的な形態はつぎの2つ といわれ

ている54)。

一定の土地の上に費用(労 働 と資本か らなる)Yを 投入 して産出Xを 得 るとする。さら

にXを1単 位だけ増加することによって産出がκ1だけ増加 し,さ らにy2だ け増加 してκ2

だけ増加 したとする。順次 このようにするとき,漸 減法則の内容はつぎの2式 のいずれか

で示 しえよう。

第1の もの は,総 産 出対 総 費 用 の比 率,い い か え れ ば単 位 費 用 当 りの産 出 が 漸 減 す る こ

とを意 味 す る。 これ は 平 均 報 酬 漸 減 の法 則 と呼 ぶ こ とが で き る。

第2の ものは,新 た に増 加 され た産 出分 と,こ れ に要 した費 用 の増 加 分 の 割合 が,直 前

の そ れ よ り 漸 減 す る こ とを 意 味 す る。BRINKMANN55)は これ を 収量 増 加 分 漸 減 の 法 則

(GesetzdesabnehmendenErtragswachses)と 呼 ん で い る。

この よ うな 漸 減 が,生 産 に どの よ うな 条 件 が 備 え られ た とき に 起 こ るか について,

DUERR56)は3つ の条 件 を あげ てい る。



(11あ る産出をうむために,経 営がい くつかの生産要素を結合していること

② 投入(結 合される生産要素)の あるものは変動的であり,他 のものは一定的なこと

③ 生産方法および生産条件が一定なこと

林地施肥量 と樹高生長の間に漸減の法則性が認められることは,す でに明らかにしたと

お りであ り,9年 生スギ林の例は上記の3条 件を満足していると認められる。つぎに前出

のスギ肥培林の実験結果から,林 木施肥における漸減則の性質を検討 してみよう。

農学方面では,漸 減則を示すい くつかの数式が発表 されている。MITscHERLIcH57)は 変

動要素.yと 収量Xと の間につぎの関係式を提唱 している。

x=A(1-e-OP)

ただしA,e,Cは 常数で,Aは 最高収量

また,SPILLMANは 漸減則の数量式 として

x=A(1-Pり

を提唱している。 この式は,変 動費を1単 位ずつ追増するとき,そ れに応 じて収量の増加

分は1よ り小さい一定比率で漸減するとい う仮定か ら導いたものである。

つぎに稲垣は収量 κ の増加率は費用 ッに正比例して 漸減するという仮定に基づいて,

x=A+By+cツ2

という式を導いている。

林木生産における施肥量 と樹高生長の関係は,こ れらの数量式にほぽ近い性質を示す。

図4に 示 した例からその主な特徴をあげてみると,

① 第1単 位から漸減がはじまっていること

② 第4単 位以上で急速に漸減すること

③ 技術水準を一定 とした場合,大 量施肥は肥料焼けをひきおこし,か えって生長を阻

害することがあること

などである。

このような林木施肥における漸減則の性質からみて,肥 培施業の実行上,技 術的に合理

的な施肥を行なうには,つ ぎの技術水準に注意すべきであろう。

iii技 術水準の向上 と漸減則

第1単 位から生長増加分に漸減が起 こることは,ス ギが比較的高い肥料感応力を備えて

いるが,施肥量の増加とともに急速にその効果が漸減することを示 している。 したがって,

一時に大量の肥料を施すよりも,生 長期間を考慮 して数回に分施するのが得策 と考えられ

る。宮島ら駆)は熊本県芦北郡のアカマツ林で肥料分施の効果を認めている。

つ ぎに固形肥料丸山1号 の野外林地における成分保持力は比較的短い59)とされている。

より成分保持力の大きな林業用肥料が開発 されれば,漸 減の急速な進行はある程度防がれ

るのではないかと考えられ る。

その他,施 肥回数の増加 とともに適正な更新法,保 育法,保 護法の適用など一般的な林

業技術水準の向上は施肥効果を高める基本的事項であろう。

2一 品種のスギに対す る施肥投入

まず,ス ギの在来品種に対 して施肥の最適集約度を短期(shortrun)的 に求め うること



を計算例で示すため,模 型化 して検討 してみた。

i施 肥集約度 と保育労働の省力

1)施 肥の最適集約度

a施 肥度 と樹高生長

肥培における幼時の投入 と産出を,施 肥処理 と樹高生長の関係 として把握することとし

て,両 者の関係が表41の 第2,3欄 のような場合について,価 値づけをして分析 し,最 適

集約度を求めてみよう。第1欄 は施肥の対象林分を造成するに要 した一定投入を表わし,

1単 位当 り50,000円 と仮定する。第2欄 は施肥費用で,0か ら20単 位 まで変動しながら

表41.生 産 要 素 の 組 合 せ と樹 高 生 長



第1欄 の一定投入と結合する変動投入である。 これらの投入要素の結合によって,樹 高生

長 とい う産出が実現される。変動投入単位0と 一定投入単位1と の組合せは,一 般造林の

場合を表わす。一般造林法を用いた林分で,下 刈終期は7年 と仮定 して,投 入種ごとに7

年間の樹高生長量をcm単 位で示せば,第3欄 のとおりである。 これによると最低樹高は

一般造林の300cm ,最 高樹高は これに20単 位の施肥を組合せた場合で450cm,こ れは

前者の150%に 当る。変動投入1,000円 当 りの平均生長量は第4欄 に示され,第4単 位ま

で漸増 して15.Ocmと な り,こ れを越せば漸減する。 これは 第5欄 の施肥の限界樹高

生長力の増減に基づ くもので,限 界生産力は第3単 位 まで漸増 して追加施肥1,000円 当 り

17.5cmに 達 し,そ の後は漸減 して施肥単位では追加施肥1,000円 当り3.Ocm以 下となる。

つぎに樹高生長 と下刈回数の関係を検討 してみることとする。

b樹 高生長 と下刈回数

元来,下 刈は,林 木 と競合関係にある下層植生に対 して,林 木の生育を有利に導 くため

に行なわれる保育補助手段である。 したがっていつまで下刈を必要 とするかは,厳 密には

両者を2つ の軸として,そ れぞれに影響を与 える諸要因を考慮 して決められることが必要

である。 しかしながら,簡 単のためここではこれらの諸要因の うち林木の樹高生長のみを

下刈終期の決定因子であると仮定 した。普通造林で行なわれる標準下刈回数は,前 節の例

において7年 間に年1回 ずつ計7回 であ り,最後の下刈年の終期における樹高は300cmで

ある。また,普 通造林に施肥を組合せた投入において同時期の樹高はいずれも300cm以

上である。そこでこれらの林木施肥造林では7年 以内に樹高300cmに 達すると考えられ,

施肥集約度がすすめばすすむほど,樹 高300cmに 達するために必要な年数は短 くなる。

この短縮年数を具体的に知るためには,林 木の樹高生長と林齢 との間の関係を吟味すべき

であろう。単純化するために,両 者は直線回帰の関係にあると仮定 しよう。 しかるとき,

ッ年目の普通造林の樹高を ゐ,同 じく ゴ単位の施肥処理を伴った場合の樹高を五 とすれ

ば,下 刈節約回数Cは,次 式

c=y(1-folfi)

で表わす ことができる。各施肥処理における下刈節約回数は表42の 第2欄 に示されている

とお りである。

表42.生 産要素の組合せによる下刈労働の省力性



*:純 節約最大の施肥集約度

c林 木施肥における合理的省力

施肥 という形態の変動投入が増加するにしたがって,そ の産出である下刈節約回数はし

だいに増加 して,20単 位では2.333回 とな り,こ れは普通造林の場合の必要下刈回数の約

33%に 当る。

このことを省力林業の視点からみると,施 肥度を増せば増すほど,下 刈労働はいっそう

節約の度合が高 くなるといえよう。 しかしながら経営上からは下刈労働の 絶対的節約性

のみならず,そ の目的達成の手段である投入 との関係において,最 も有利な投入が選ばれ

るべきであろう。 このような意味における施肥の合理的省力性は表42に おける検討から求

めることができよう。本表において,第3欄 は施肥1,000円 当 り平均下刈節約回数であっ

て,下 刈節約回数を施肥単位で除 して求められ る。施肥第4単 位において最大値0.292回

となり,こ の点以下では漸増,こ の点を越 えれば漸減する。第4欄 は限界下刈節約回数で

あり,追 加施肥1単 位当りの節約回数で示 されている。 これは第3単 位において,最 大値

0.315回 とな り,こ の点以下では漸増 し,こ の点を越えれば漸減 して,第20単 位では僅か

に0.032回 となる。いま,1回 の下刈がha当 り10人 を要 し,そ の賃率が1人1日1,000

円であるとすれば,1回 の下刈費用は10,000円 となる。 下刈節約回数に単価を乗じて節

約 された総額を求めれば第7欄 のとお りである。またこの節約のために投入した施肥投入

の総費用は第8欄 に示 され,第9欄 は両者の差額すなわち純益を求めたものである。

総純益の最大点はこの例では施肥第8単 位にあ り,こ の点では施肥に要する費用を考慮



しても,な お9,240円 の超費余剰を得 ることができる。 この場合,下 刈節約回数は1.724

回であり,下 刈労働tWlc換 算すれば約17.2人 の育林労働を省 くことができるのでは ない

か と推定 しえよう。

d賃 率の変化と合理的省力

下刈労働賃率が上昇する場合,最 適施肥度はどのような影響を受けるであろうか。 この

場合施肥労働賃率を含む他の一切の技術的条件は変 らないと仮定すれば,産 出の単価およ

びそれぞれの施肥度における超費余剰は表43の ように変わってくる。 すなわち下刈労働

賃率が1人1日1,500円 になったとすれば,こ れは50%の 上昇である。

表43.下 刈労働賃率の上昇と最適施肥度(上 昇率150%)

この とき超 費 余 剰 の最 大 点 は,施 肥 の 第10単 位 に移 り,そ の総 額 は18,170円,下 刈 労

働 の省 力数 はha当 り18.78人 に 増 加 す る。 以 上 の 結 果 を(1)の 場 合 と比 較 しや す い よ うと

りま とめ て示 せ ば表44の とお りで あ る。

表44.施 肥 度 と 合 理 的 省 力

ii林 木施肥の最適組合せ

1)施 肥投入の最適組合せ

前節の考察では,林 木施肥の費用に対 して,そ の価値犠牲によって産み出される報酬が

与えられるとき,最 大の超費余剰をもたらす施肥度を見いだすとともに下刈労働の省力性



を検討 した。しか しなが ら,投入 および産出はいずれも同一時点で起こるのではないので,

適当と考えられる利子率を選んで,発 生の時間的ずれを補正する必要がある。比較の方法

は前価による方法,後 価による方法の2通 りあるが,こ こでは7年 目における後価によっ

て,利 子率の作用下における超費余剰の最大点を検討してみよう。表45に おいて第1欄 は

変動投入,第2欄 はそれに対応する下刈費用の節約とい う産出を示 したもので,後 者はそ

れぞれの節約額にその発生年度からの利子を加えたものからなっている。第3欄 の施肥費

用後価は7年 目の後価合計で示され,第4欄 は超費余剰すなわち第3欄 と第2欄 の数値の

差である。なお,利 子率は6%を 用いた。

表45.利 子 を 考 慮 し た 最 適 施 肥 度

本表から,超 費余剰は施肥第6単 位まで漸増 して,こ の点で最大 となり,金 額で7,230

円となる。この点を越 えると漸減するが,ほ ぼ16単 位において超費余剰は0円 に 近 くな

り,16単 位以上の施肥では負数となる。したがって,最 適組合せは普通造林と6単 位の施

肥 との組合せであ り,こ のとき純益は7,230円,省 力工数はha当 り15.03人 となる。

2)賃 率 上 昇 の 影 響

つぎに下刈労働の賃率の上昇によって合理的施肥集約度がどのように影響されるかを検

討してみよう。前の場合 と同様に賃率1,500円 と50%上 昇 した場合の超費余剰は表46に

示すとお りである。

表46.最 適 施 肥 度 と賃 率 上 昇



賃率以外の他の条件が変らないとき,超 費余剰は第8単 位で最大値の16,075円 とな り,

省力工数はha当 り17.24人 となる。これを越えれば漸減するが,第20単 位まで追加投入

してもなお8,329円 の余剰を生む ことができる。

生産要素の最適組合せを決めるのに,一 定費用は何の役割も果たさない。組合せに影響

を与えるのは

① 変動投入に関連 した産出

(2)産 出の単価

(3)変 動投入の単価

であり,こ れ らの諸項 目が変化すれば,最 適組合せは変 って くる。その具体的な方法は模

型構i成(modelbuilding)で あり,こ こで独立変数 と従属変数および相互の関係を直接に

決めねばならない。

本章でとり扱った施肥問題において費用,利 益模型は,

① 変動投入は施肥処理に要する一切の資本財および労働

② 産出は下刈の節約

③ 限界単位費用および限界単位利益の単位としては投入単位当りを選ぶ

④ 限界単位費用は下刈を1回 節約するに要する施肥費用である

(5>限 界単位利益は下刈の追加節約1回 当 りの利益である

の各段階によって得 られ る。

つぎに種々の独立変数のいずれかにおいて,あ る変化を生じた場合にそれぞれの最適組合

せを検討 してみよう。

(1)施 肥の単位当 り費用が安 くな り,他 の事項が不変ならば,最 適組合せは施肥の増加

方向へ進む。

例えば単位当 り1,000円 から500円 に低減 した場合には,最 適組合せは表47に 示すよう

に6単 位から10単 位へ進み,こ のとき純利益は7,230円 から12,949円 へ,下 刈省力工数

は15.03人 から18.78人 まで増加する。

反対に施肥単位当 り費用が1,500円 と高 くなれば最適組合せは4単 位と減退 し,純 利益

3,453円,下 刈省力工数11.67人 とそれぞれ減少する。

(2)下 刈節約回数が例えばいずれの施肥度においてもそれぞれ30%増 加すると見込まれ



る と き,他 の 事 項 が 不 変 な らば,増 加 前 と比 較 して最 適 組 合 せ は 第8単 位 ま で進 み,純 利

益12,327円,下 刈 省 力 工i数18.78人 とな る。 反 対 に下 刈 回数 が30%低 下 す る と見 込 まれ

る と き,最 適 組 合 せ は第4単 位 まで 落 ち て,純 利 益2,718円,下 刈 省 力 工 数11.67人 と

な る。

(3)賃 率 の変 化 に基 づ く最 適 組合 せ の変 化 に つ い て は す で に述 べ た とお りで あ る。

(4)期 待 利 子 率 の変 動 に 基 づ く最 適 組 合 せ の変 化 につ い て も,す で に触 れ て き た とお り

で あ る。

表47.施 肥 費 用 と 最 適 組 合 せ

*最 適組合せ。

表48.下 刈節約回数の増減 と最適組合せ。

*最 適組合せ。

以上の検討の結果,最 適組合せに関連のある独立変数のうち,い ずれかにおいてある変

化が起 これば,最 適組合せは影響を受けることが明らか となった。 これ らの影響をとりま

とめて定性的に示せばつぎのとお りである。

1.施 肥の単位当 り費用が高 くなれば,施 肥最適単位は低 くな り,施 肥集約度はすすみ

にくくなる。



逆に低 くなれば,最 適単位は高 くなる。

2.下 刈節約回数が多いほど,最 適組合せは大きい施肥単位の方向へ進む。また少ない

ほど,施 肥単位の小さい方向へ戻る。

3.下 刈賃率の高騰があれば,最 適組合せは施肥単位の小 さい方へ移 る。

なお,2つ 以上の条件が変化すれば,そ れぞれの正負,大 小にしたがって最適組合せは変

化す ると考えられ る。

3)林 木 施 肥 の 経 済 限 界

林木に施肥する場合,施 肥度をしだいに増加 していけば樹高生長 もしだいに増加するが,

やがて最大値に達する。それ以上に施把変を大きくしても,樹高生長は増大しないかかえっ

て林木の生長を阻害する。これ らの事実が存在することは,さ きの漸減則に関する検討の際

にすでに認められたところである。ここで林木施肥が漸減則に支配されるときに,操業規模

が投入,産 出の価格に影響を与えない一 すなわち,思 いのままに施肥集約度を変えるこ

とができるとともにその単価は一定であ り,そ の場合下刈節約費用とい う報酬は単位面積

当りの費用が一定である一 という場合について,林木施肥の経済限界を検討 してみよう。

まず,経 済の上部限界を確かめるために,限 界利益と限界費用の等 しくなる点の上限を

調べてみることとする。限界利益が0と なる施肥投入よりも大 きい投入においては,限 界

費用 もまた負でなければ交点を結ばない。 このとき変動要素は0よ り小 さい利益を産出す

ると考えられるので,追 加投入はとりやめるのが得策となる。 したがって,最 適組合せ

の上限は,限 界利益が0と なる点,換 言すれば総産出を最大にする点にあるといえよう。

つぎに,生 産の経済的下部限界を検討するため,同 様にして限界利益 と限界費用を等 し

くすることのできる点について調べてみる。 この点は,平 均変動費用が最小となるところ

にあり,こ の点における投入より小 さい投入においては,等 値点は存在するはずがない。

その理由は,限 界および平均利益が平均変動費用 よりも大 きくなければ等値点は生じない

と考えられるからである。 したがって,最 適組合せの下限は最小平均変動費用ないし最

大平均産出のところにあるといえよう。下部限界では,生 産の一定諸要素に帰属すべきは

ね返 りは消えてしまい,す べての利益は変動諸要素を償おうとする。上部限界では,変 動

諸要素に対するはね返 りは打ち消され,す べての利益は一定諸要素に帰属することとなる。

両者の間にある領域内に限って,は ね返 りは両者からもたらされることができるのである。

3数 品種のスギに対する施肥投入の最適組合せ

i施 肥 度 と 樹 高 生 長

前節ではある土地にスギを人工植栽 して,さ らに林木施肥を併せて施 した場合,こ れ ら

の最 もよい組合せについて論 じた。 ある土地において,そ こに適 したスギの品種は,通

常幾っかあげることができる。また,品 種が異なれば,肥 料に対する反応の相違が認めら

れる。いま,あ る土地において,施 肥を伴ったそれぞれの品種の生長曲線が把握されたと

き,前 節 と同様の意味の合理性を指向する経営では,品 種および施肥の組合せをどのよう

に選ぶべきであろ うか。それにはまず,そ れぞれの組合せに対する樹高生長 の関係を調べ

てみる必要がある。

1)生 産函数



3品 種にそれぞれ0～20単 位の施肥を施 した場合,7年 間の樹高生長は表49の ように

3元 生産函数の形で推定されているとする。第1品 種は在来品種で,す でに前節で用いた

ものである。第2品 種は最下欄の数値を比べれば判るように,改 良品種であって,こ の土

地では在来品種より優れた生長を示 している。第2品 種および在来品種に対 し,各 施肥処

理がもたらす樹高生長を比べてみると,適 当な施肥度 と結びついた ときには品種の限界生

産力は高められると考えてよい。 この例では改良1単 位は施肥6単 位に相当すると仮定 し

た。

表49.3品 種のスギに対する施肥の生産函数(単 位:cm)

ii樹 高 生 長 と 下 刈 回 数

つぎに,在 来品種の下刈終了期は7年 生,ま たいずれの品種 も樹高生長が林齢 と直線回

帰の関係にあると仮定 しよう。 しかるとき,7年 目の在来品種の樹高を ノb,品種 ブの施肥

i単 位における樹高を ん として,ま た,い ずれの組合せにおいても樹高foに 達 したら

下刈は中止 されると仮定すれば,下 刈節約回数Cは 次式で表わされる。

c==7(1一 プbゲ≧」)

表49の 生産函数のそれぞれの値を上式によって下刈節約回数を示す数値に置き換えると

表50が えられる。

表50.3品 種のスギに対する施肥と下刈節約回数(単 位:回)



この表は在来品種を用いて無施肥造林を行なった場合,下 刈は年1回 ずっ7年,計7回 を

要するのに対 し,在来品種を含む3つ の品種にそれぞれ0～20単 位の施肥を行なったとき,

それぞれいかほど下刈回数を軽減することができるかを回数単位で示 したものである。

iii等 節 約 曲 線

さきに求めた33通 りの品種 と施肥の組合せの うち,い ずれの組合せが最 も経済的に有利

であろうか。1回の下刈回数の軽減はha当 り10,000円 の利益をもたらし,施肥は同じく単

位当 り1,000円,品 種は1段 階改良 されるごとに同じ く6,000円 ずつ高 くなるとする。

さて表50か らX軸 に施肥,Y軸 に下刈回数をとって品種ごとに3つ の曲線および中間に

想定 した改良品種(破 線で示す)を えがけば,図42に 示すとお りである。

図42.品 種別,施 肥度別,下 刈節約回数



この図に基づいて下刈節約回数の等 しい組合せを1.0回 間隔で求め1.0回 から3.0回 ま

で3本 の下刈回数等軽減曲線を求めたが,そ の結果は図43に 示すとお りである。

図43.等 下 刈 節 約 曲 線 と 拡 張 曲 線

iv品 種 と 施 肥 の 代 替 性

図43に お い て,例 え ば 下 刈 節 約 回数2.0と い う等 産 出 を もた らす 品 種 と施 肥 の 組 合 せ

は,在 来 品 種 と12.0単 位施 肥,第2品 種 と5.5単 位 施 肥,第3品 種 と2.3単 位施 肥 な ど

と考 え られ る。 この うち,最 初 の 組 合 せ と第2の 組 合 せ の間 で は,施 肥 の品 種 に 対 す る限

界 代 替 率(P2)は,

P2=・

で 表 わ され,P2=6.5と な る。 同 様 に して第3品 種 に対 す る 施 肥 の 限 界 代 替 率(P3)は

P3ニ3.2と な る。 限界 代 替 率 が この よ うに 漸 減 す る こ とは,品 種 が 相 対 的 に 漸 減 則 の 影 響

を 受 け てい る ことを 示 してい る。 他 の等 下 刈 節 約 曲 線 に おけ る限 界 代 替 率 を検 討 して み る

と,ま ず0.5お よび1.0回 節 約 に お い ては,限 界 代 替 率 は漸 増 して お り,1.5回 節 約 で

は 限 界 代 替 率一IXほぼ 一 定 値 を と り,2.0回 節 約 以 上 の場 合 に は限 界 代 替 率 は 漸 減 す る傾 向

が あ る。

施肥要素単位当り限界産出
品種要素単位当り限界産出



v最 小 費 用 の 組 合 せ

たとえば,下 刈節約回数2.0を もたらす施肥(F)と 品種(5)の 組合せにおいて,施 肥

の単位当 り費用(1,000円),品 種の単位当 り費用(6,000円)と すれば,そ れぞれの組合

せの総費用は,

12.OF+1S=18,000

5.5FH-2S=17,500

2.3F十3S=20,300

となる。

施肥の限界費用に対する品種の限界費用の比率は6,COO円/1,0CO円 すなわち6で ある。

経営が1単 位の品種を6単 位以上の施肥に代替せ しめることができるかぎり,総 費用は減

少する。 しか しながら限界代替率が6以 下 となれば,費 用は再び増加 してくる。 しかるが

ゆえに最小費用の組合せは,限 界代替率が限界費用率と等 しくなる点に定まる。図43に お

いてそれぞれの曲線に肥施の品種に対する限界費用の比率と傾斜の等 しい直線をひき,そ

れぞれの接点を求めれば,こ れ らの接点は,最 も少ない費用で所期の下刈節約回数をもた

らす品種 と施肥の組合せを示す。 これらの接点を通る一つの曲線を得ることができるが,

この曲線は拡張の径(anexpansionpath)と 呼ばれる。最小費用の組合せは,所 期の総

収益をうみだす多数の組合せの中では総費用が最小で,し たがって総純収益が最高な組合

せである。

しかしながら,最 適組合せは,すぺての組合せの中で総純収益を最高にするものである。

拡張の径を検討 してみると,林業実践上の種々の問題に対 して有益な示唆が与えられよう。

vi最 適 組 合 せ

前図の拡張の径によって示 された無数の最小費用点の中から,純 収益を最大にする最適

組合せを求めてみよう。X軸 に下刈節約回数をとり,Y軸 に径の上に示 された総費用およ

び総収益をとって,下 刈節約回数と総費用,総 収益の関係を求めれば図44に示す とお りで

ある。また,最 高純収益をもたらす組合せは,表51か ら求めることができる。

表51.ス ギ3品 種からの最適施肥度の決定

最適下刈節約回数は2.5回 となることが図44か ら判るが,こ のとき最適投入は図43お

よび図44か ら,第2品 種(品 種は1単 位増加させる)に 施肥8.7単 位を施 した場合である

ことが明らかとなる。



最適組合せにおける純収益は10,300円 である。これは在来品種のみを対象 とした施肥

のときの最適組合せで期待 され る純収益9,240円(表42参 照)よ りも大きくなり,肥 料に

対 してよい感度をもつ品種を開発することは合理的肥培林業の実行上きわめて有意義なこ

とと判断できよう。

図44.最 適 下 刈 節 約 回 数

第5章 相 知 型 ス ギ 肥 培 林 地 の 経 済 効 果

1総 説

相知型スギ肥培林について,す でに第3章 において投入 と産出の技術的関係を収穫予想

表の調製によって明 らかにした。本章では相知型スギ肥培林の経済効果を検討 してみるこ

ととする。

およそ経営における経済の機能は,評 価,選 択,決 定の3つ によってな りたっていると

考えられる。評価を行なうにはまず評価尺度を定めなければならない。しかる後に投入の

価値づけおよび産出の価値づけを行ない,両 者の経済効果を検討したのである。さらにこ

れ らの結果を用いて経営実践上重要と考えられる肥培林経営の企業計画ないし活動計画に

ふれることとする。

2経 済 効 果 の 一 般 的 把握 法

経済効果は,肥 培林業経営の経営的思考である組織性および持続性 とともに,経 営にお

ける重要な関心事項の一つである。経済効果は一般に経済性 と呼ばれてお り,と くに個別

経営に関する概念 として経営経済性 と呼ばれることがある。

経営経済性は,費 用と収益を比較して,経 営の目的 とする価値が合理的に実現 される程



度 を示 す もの で あ る。 経 営 主 体 は種 々 の経 営 目的 を設 定 して経 営 を 行 な っ てい て,そ の 指

向 す る と こ ろは 必 ず しも単 純 で は ない こ とは 現 実 に よ く知 られ る と こ ろで あ る。 い ま,資

本 家 的企 業 と して経 営 され る と仮 定 す れ ば,そ の経 営 は一 定 の 資 本投 下 に よ っ て経 営 体 が

構 成 され て い て,こ の資 本 の 自己増 殖,す な わ ち利 潤 追 求 を 目的 と して営 まれ る こ と と な

る。

この よ うな企 業 経 営 に お い て は,経 済性 は利 潤 を 中心 とす る利 潤 計 算 とな る。 この 利 潤

(G)は,経 営 の一 定 期 間 に おけ る粗 収 益(E)か ら,経 営 費 す な わ ち物 財 費(M),労 働 費(L),

租 税 公 課(T)費 用 租 税 の みで 人 的 租 税 は含 ま な い,さ らに借 入 資 本 利 子(0.OPRo)

を控 除 した超 費余 剰 で あ る。 こ こに 利 子 率 は0.OPと す る。 この 利 潤 か ら 自己 資 本 利 子

(0.OPKs)お よび 自 己地 地 代(0.OPRs)の 見 積 り額 を 控 除 した もの が 企 業 利 潤(GE)で あ

り,こ れ は企 業 者 が収 得 す る残 留所 得 とな る。 以上 は 利 潤 あ るい は企 業 利 潤 を 絶 対 額 で示

す もの で絶 対 的経 済 効果 と吉 田60)が 表現 して い る も のに 属 す る。

さ らに,経 済効 果 は歩 合 的経 済 効 果 に よ って示 す こ と も可 能 で あ る。 そ れ は 利 潤 の投 下

自己 資 本 に対 す る比 率 で あ る利 潤 率(P)に よ っ て規 定 す る こ とが で き よ う。

以 上 か ら利 潤 あ るい は利 潤 率 を示 す式 を求 め れ ば,つ ぎに示 す とお りで あ る。

G=E-(M+L+T+0.OPKo+0.OPRo)

G刃=E-(M十L十T十 〇.0.か(Ko十Ks)十 〇.op(Ro十Rs))

このような利潤あるいは利潤率は,資 本構成および他人資本の利子率 の高さに影響される

ところが大きいので,生 産過程それ 自体の収益性を明らかにするためには他の方法によら

ざるを得ない。

純収益(R)お よび純収益率(PR)は つぎの式で示すことができる。

R=E-(M十L十T)

す な わ ち,純 収 益 は粗 収 益 か ら物 財 費,労 働 費,租 税 公 課 を控 除 した超 費余 剰 で あ る。

した が っ て,こ れ は 経 営 に お け る所 有 関 係 を捨 象 した上 で,運 用 総 資 本(K)に 対 す る収 益

を 示 して い る。 純 収 益 率 は 経 営 経 済 それ 自体 の収 益 能 力 を示 して い て,LEHMANNの い う

生 産 経 済 性(Produktionswirtschaftlichkeit)で あ り,経 営 の客 観 的 収 益 力 を示 して い る

とい え よ う。

利 潤 と純 収 益 の関 係 は,利 潤(G1)に 対 して,

R=G,+0.OPKo+O.OPR,

また,企 業 利 潤(G2)に 対 して

1～=02+0.op(K。+Ks)+0.Op(1～ 。+.Rs)

とな り,前 者 で は利 潤 の み な らず他 人 資 本 利 子 お よ び借 入 地 地 代 を 併 せ た も の を も っ て純



収 益 とす る の に対 して,後 者 で は さ らに 自己 資 本 利 子,自 己 所 有 地 地 代 見 積 り額 を も含 む

もので あ る。

生 産 経 済 性 の立 場 か ら経 済 効 果 を把 握 し よ う とす る とき,一 般 に林 業 は 自己所 有 地 を基

盤 と して生 産 を行 な う こ とを考 慮 しな け れ ば な らな い。 した が って純 収益 と して は,

R=G,+0.OPK,+0.OPR,

な る式 を 用 い るの が 妥 当 で あ ろ う。 しか しな が ら,資 本 利 子 を 費 用 と して考 えれ ば,上 式

は

R=G,+0.OPR

とな り,純 収益 は い わ ゆ る企 業 利 潤(G2)と 地 代(0.OPR)か ら な る ことが 判 る。

純 収益 概 念 は18世 紀 末 以 来,経 営 学 の 中 心概 念 の一 つ と され て きた 。学 説 史 的 に は そ の

内 容 を土 地 資 本 を 含 まな い 経 営 資 本 に 対 す る純 収 益 とす る も の(THEAR,ScHwERz,KoP-

PE),土 地 純 収 益 とす る もの(THUNEN,BRINKMANN),土 地 資 本 を も含 む 全 資 本 に対 す る

もの(GOLTZ,KR-IME'()の3つ の見 解 が あ る。

相 知 型 ス ギ肥 培 林 の 経 済 効 果 は,土 地 純 収益 に 基 づ い て把 握 す る こ と と した 。 それ は,

さ きに 述 べ た よ うに 一 般 に 林 業 生 産 は 自 己所 有 地 に お い て行 な われ る こ と,地 代 を分 離 し

て と らえ る こ とが きわ め て困 難 で あ る こ とに よるが,相 知 型 ス ギ肥 培 林 に お い て も同様 の

理 由 か ら土 地 純 収 益 を も っ て評 価,比 較 の際 の尺 度 と した ので あ る。

3相 知 型 肥 培 林 お よ び普 通 林 の 造 林 費 用

相 知 型 ス ギ肥 培 林 お よび 同 普 通 林 に つ い て,そ れ ぞ れ の施 業 法 に おけ る標 準 的 な造 林 投

入 を年 度 別,項 目別 に把 握 す る と と もに,そ の価 値 づ け を行 な った。

普 通 林 に お け る造 林 投 入 は,地拵 え,苗 木 や植 付 け な どの新 植,補 植,下 刈 な どの 各 作

業 か らな っ て い る。 これ に 対 して,肥 培 林 の それ は,新 植,補 植 の要 領 を異 に す るの み な

らず,施 肥 お よび マ ル チ ング な ど肥 培 作業 が行 な わ れ,下 刈 作 業 の実 行 要 領 も異 な っ て く

る。 これ らの造 林 投 入 は施 業 法別 に それ ぞれ 発 生年 度別,項 目別 に示 せ ば 表52の とお り

表52.造 林 投 入 の 概 要

火 入 れ地拵 えh
a当 り25人

ha当 り1,622本 植 え
1本 当 り5円

1人1日150本 植 え

1人1日1,000円

1回 目ha当 り8人

2回 目ha当 り7人

1人1日1,000円

1本 当 り 約209

ha当 り10人

1人1日1,000円

耕 うん重 石 の せ 含 む

火 入 れ地拵 えha当 り25人

ha当 り3,210本 植 え

1本 当 り5円

1人1日200本 植 え

1人1日1,000円

ha当 り10人

1人1日1,000円



補 植 率10%
ha当 り160本

1本 当 り5円

1人1日160本

ha当 り160本

1人1日1,000円

1年 目 と同 じ

""1照 料 代 を含 む)

補 植 率10%
ha当 り320本

1本 当 り5円

1人1日200本
ha当 り320本

1人1日1,000円

1年 目 と同 じ

である。

この表について相知型スギ肥培林の特色を項 目別にあげてみるとつぎのとお りである。

①1年 目

①地拵 え

いずれも全刈 りによる火入れ地拵 え法を用いている。

② 苗 木

肥培林の標準的植栽密度はha当 り1,622本 で,こ れは普通林の約50%に 当 り,き わめ

て疎植であるといえよう。 これは施肥によって単木の旺盛な生長,す なわち根系,樹 冠張

りなどの急速な充実を期待する施業法であ り,林 木相互の競合をお こさないようこのよう

な疎植 としているのである。

③ 植付け法

肥培林では1人1日150本 で,同200本 の普通林より丁寧な植付けを行なっていると考

えられる。 この作業は家つきの熟練労働者によって行なわれてお り,そ の技能度が高いこ

とは行き届いた植付けの実施につながっている。

④ 肥 料

遅効性の有機質肥料である菜種油粕を用いている。1本 当 りの施肥量は厳密な肥料設計

によるものではなく,後 に検量 したところ,約20gで あった。

⑤ 施 肥

鍬を用いて植栽位置の周囲を耕 うんし,施 肥後覆土し,つ いで肥料が野鼠の食害を受け

ないよう,ま た風によって植栽木の根がゆるまないようさらに雑草の繁茂をおさえ防乾す

るため,岩 礫を囲 りにのせる作業を行なっている。

⑥ 下 刈

普通林では植栽の年には下刈は年1回 行な うのが標準であるのに対 して,肥 培林では草

生の盛んな生長を抑えるため年2回 刈 りとし,1回 目はやや早めに,2回 目はやや遅目に

下刈を実行 している。

(2)2年 目以後

① 補 植



新植の翌年に1回,補 植を行なっている。その程度は植栽内容,気 象条件により年々異

なるが,標 準 としては植栽本数の1割 を見込 こんでいる。

⑨ 施 肥

1年 目と同様の要領で2年 目に第2回 施肥,3年 目に第3回 施肥を行なっている。した

がって3力 年継続した施肥となる。

③ 下 刈

普通林では植栽当年から7年 目まで毎年1回 ずつ通算7回 の下刈を行なうのが標準であ

る。 これに対 して,肥 培林では2年 目,3年 目まで年2回 の下刈を行ない,4年 目,5年

目には年1回 の下刈とするのが標準と考えられる。 この時期には 林木の生長促進により,

林分の閉鎖度(う っ閉度)が 高 くなるので,下 刈所要年数はこのように短縮 しても,林 木

の正常な生長が期待できるのである。

4相 知型スギ肥培林地における経済効果

相知型スギ肥培林およびこれと比較対照する相知地方スギ普通林でそれぞれに実行され

た2つ の施業法の成果か ら両者の経済効果を求め,さ らに比較を行なった。

相知型スギ肥培林の実態が所有,経 営を一にする形態をもつ ことから,経 済効果は土地

純収益によって評価 した。

相知型肥培林で期待される粗収益は,主 伐収入および間伐収入からなっている。主伐収

入(Au)は 立木販売価格の見積 り額であらわされる。すなわち,さ きに調製した収穫 予想

表に基づいて,立 木幹材積収穫 に利用率を乗じて利用材積を求め,市場逆算価式(formula

ofconversionsurplus)か ら求めた単価を乗じて,伐 期 ごとに それぞれ主伐収入の現在

価(currentworth)を 算出 した。

間伐は,積極的な意識のもとに行なっているのではな く,風 倒木,被 害木などの伐除が行

なわれるに過ぎないが,そ の立木処分収入を間伐収入 と見たてて,15年 生のとき第1回 の

収入間伐,そ の後5年 ごとの間伐収入を見 こんだ。 これらの間伐収入見積 り額はそれぞれ

複利計算によって主伐期における現在価を求める基礎資料 とした。このとき,利 子は費用

概念に含ませるとともに,利 子率は本章を通じて最大期待収益率(alternativerateof

return)を 用いた。 この利子率は,あ る土地を生産に用いるとき,林 業はもちろん,農,畜

産業など種々の代替可能な利用法の中か らその基金に対 して最善の利用を行なうことによ

って決められる利子率であ り,あ る土地について一定なものと考えられる利子率である。

DuERRは これを定義づけて,rarateofinterestdeterminedbythefirm'sbestalter-

nativeusesforitsfunds.」 としている。

本章ではalternativerateofreturnを6%と 仮定 して,諸 計算に用いた。

つぎに,さ きに述べた造林投入の年度別支出額を求めて利子率6%で 現在価を求めた。

以上の主間伐 収益および造林費は,1生 産期間について異なる年数をとれば定期的な収

益 と費用の系を形づ くる。

肥培施業法の経済効果を求めるには,ま ず粗収益の現在価から造林費の現在価をさし引

いた金額(r),輪 伐定期年数(の,最 大期待利子率(i)に よって輪伐期首価値(Vo)を 求めな

ければならない。

Vo=r/[(1+i)t-1]



ま た,こ の よ うに定 期 的 に発 生 す る造 林 支 出 の他 に は 支 出 項 目は 管 理 費 の み とす れ ば,管

理 費 は 毎年 支 払 うべ き もの で あ るか ら,年ha当 り2,000円 と して管 理 資 本 は33,333円 が

見 こ まれ よ う。

以上 の 計 算結 果 を,肥 培 林 お よび 普 通 林 別 に と りま とめ て示 せ ば 表53の とお りで あ る。

この表 で最 下 欄 は輪 伐 期 ご との土 地 純 収 益 の概 数 を 示 す 数 値 で あ る。

表53.肥 培 林 お よ び 普 通 林 の 土 地 純 収 益

(ha当 り円}

普通林では,25年 から40年 まで5年 おきにとった輪伐期のいずれにおいても,土 地純収

益は負の数値 となる。 これは投資に対 して6%の 利子率を期待することができない ことを

示 している。

これに対 して肥培林では投資額が相対的に大 きいにもかかわらず,土 地純収益は6%の

利子を考慮 してもなお正の数値 となり,か つ伐期が長 くなるにしたがってしだいに純益は

増加する傾向があり,伐 期35年 においてほぼ最高値をとる。そしてその後は減少する傾向

が認められる。伐期35年 では,土 地純収益はha当 り134,850円 となる。

この金額は林地肥培に当てる場合の裸地の最高値を概数で示 したものといえよう。すな

わち,も しある経営がha当 り134,850円 を越 えない額で土地を購入 し,予 定通 りの計画

に したが うならば,し かもこれまで述べた仮定や予見がすべて正 しい と認められ るならば,

経営は税 こみで投資に対 して6%を 下 らない収益をあげることができるのである。



第6章 相知型スギ肥培林業生産における林木資本

の経済的性質と最適輪伐期

1総 説

林業の資本は林木資本を主要な構成内容としていると考えられるが,こ れは他の産業に

おける資本 とは異なる種々の特質をもっている。 まず林木それ自体が過去の生産活動から

得 られた一つの生産物であ り,そ れと同時に将来の生産に対する資本の意味をもつ ことが

できるという2面 性をもつこと,第2に 生産期間 が超長期性をもつこと,こ のことから市

場,供 給,所 有関係,費 用,技 術などの将来における変化が予知 しがた く,そ のために損

失を蒙 る機会 も多 くなると考えられ る。第3に,林 業資本の収益力は一般に中庸度を示す

ことが多いこと,こ の状態は比較的長期間保たれ るが,それは壮齢以後生長量が衰えても,

生産物の質的な向上によって収益力が支えられるのが理由の一つと考えられる。第4に は

林業資本 のあり方によって,林 木生長に要する費用,こ とに変動費用は大きな影響を うけ

ること,す なわち蓄積価が高いほど,ま た林木資本に対する最大期待利子率(alternative

rateofreturn)が 高いほど,林 木資本の費用は高 くなる。 第5に は林業資本は多用性

(versatility)を もつことである。すなわち資本の現在の利用では期待通 りの収益率に達 し

ないならば,も っと有利な収益率が期待できるような他の用い方に容易に変えることがで

きる。このことは林木資本への投資を有利に導 くものである。さらに,伐 期の決定におい

て直ちに伐採するか,あ るいは延期するかを自由に選ぶ ことができるとい う意味で高い自

由伐期性(timeversatility)を もっているとい うことができよう。

林木生長蓄積は,こ れ らの諸性質によってきわめて複雑なものとなっている。肥培林に

おける林木生長蓄積の最適組合せ,す なわち林木資本と利率の組合せを問題 とするとき,

蓄積は変動投入であ り,土 地は一定投入であ り,そ して林木生長量一収穫 対象物である

と同時に原資である一 は産出となるとして,DUERR61)は 最適蓄積すなわち最適輪伐期の

問題をとり扱っている。木梨 ら62)は同様の立場から九州のスギ林分について検討 している。

本章においては同様の視点から知知型スギ肥培林の最適輪伐期および同地方スギ普通林

の輪伐期を求め,つ ぎに両者の輪伐期を比較検討 して,も って林木資本の性質が肥培施業

法の適用によってどのように影響されるかを明らかにすることとする。

2輪 伐 期 の 計 算

i相 知型スギ肥培林

相知型スギ肥培林は,前 述のとお り佐賀県東松浦郡相知町において一所有者が一定の肥

培管理を行なって造成 した民有肥培林であ り,北 九州地方のほぼ中庸地位に当る自然的立

地条件の林地に したてられている。

いま,こ の経営の最大期待収益率(alternativerateofreturn)が6%で あるとし,ま

たその経営目的は,ス ギ用材の連年立木処分収入から1年 当 り最大の純利益を連年得るに

あると仮定 しよう。一般に経営は毎年継続 して収入のあるのが理想的なので,思 考の便宜

上肥培林だけで構成された法正的肥培林を想定 して検討を加える。

この場合,最 適輪伐期はどのように決められるであろうか。まず第3章 の相知型スギ肥

培林分収穫 予想表から材積収穫 を,ま た 別途調査 した 樹幹析解資料から利用率を求め,



5年 間 隔 で そ れ ぞ れ の齢 階 に お け る利 用 材 積 を求 め れ ば 表54の 第1,第2欄 の とお りで あ

る。

表54.相 知型 スギ肥培林の利 用材積生長お よび価値生長

*:最 高 値,ま た は生 長 率 が alternative rate of return (6%)に 等 し くな る点 。

利用材積から各5年 ごとの連年生長量(第3欄),ま た これを生長蓄積に対す る年率で第4

欄に示 した。平均年材積生長はそれぞれ収穫 量を林齢で除して求めた。

1)最 適輪伐期の概算

まず,表54に 示された8つ の輪伐期案について,い ずれが最適輪伐期であるかを検討 し

ょう。 ここで収穫 表が正常林分について成立すること,ま た伐採後は直ちに更新を行なう

と仮定する。 このとき最適輪伐期に関する一つの考え方は,経 営成果が年平均生長量を最

大 とする,し たがって単位面積当 り年間生産量で最高の年平均を示すところに定まるとす

る考えである。前表からそれは35年 と推定 される。

しか しなが ら,こ れは経営目的からみて,2つ の根拠から補正 されねばならない。その

一つは輪伐期の長さによって変化する林木単価を考慮 していないこと
,他 の一つはかなり

大きいと予想される林木生長に関する変動費用を考慮 していない ことである。同じ理由か

ら第3,4欄 から得られる最適値もとり上げるわけにはいかない。



そこで,2～5欄 に価値づけを行なった。すなわち,2欄 の利用材積に基づいて,林 齢

ごとにそれぞれ幹形,材 質の向上を考慮 した価値づけを行なった結果,6欄 の収穫 価を得

た。 これは立木販売純収益(conversionsurplus)で ある。7～9欄 はそれぞれ3～5欄

に対応するもので,こ れらはいずれも価値的にあらわされている。

このような価値概念の導入は連年生長率を高 くし,絶 対生長の最大 となる時期を遅 らせ

る効果がある。そこで平均年生長 の最大は40年 にあらわれる。 この平均年生長は粗収益を

あらわしているが,さ きに述べた経営目標の純収益を問題 とするためには,な お,つ ぎの

3つ の変動費用を考慮 した補正を行なって最適輪伐期あるいは最適生長蓄積の把握に近づ

かなければならない。

2)概 算 値 の 補 正

林木生長 のための変動費用は,輪 伐期の長 さにかな り大きく影響すると考えられるが,

そのおもなものは第1に その輪伐期の延長によって生ずる機会費用,第2に はこれに伴っ

て次回からの収穫が遅延することから生ずる機会費用,第3に 収益が毎年あがる経営が営

めるよう林木生長蓄積を規制することから生ずる機会費用などである。補正の結果は表55

に示 されている。

表55.相 知型スギ肥培林におけるha当 り投入と産出,お よび最適輪伐期

*:地 代最高,生 長率が最大期待収益率(6%)に 等しくなる点を示す。

第1の 補正についていえば,相 知型スギ肥培林の単位面積当 り収穫価はしだいに増加し

ているが,こ れ らは発生の時点を異にするので 直接には比較できない(第2欄)。 そこで

第3欄 の林分年価値生長率のなかからどの林齢において生長率が6%以 下 となるかを検 し

た。すなわち35年 は第1の 機会費用を考慮 した補正値である。

第2の 機会費用を考慮すれば,前 表からたとえば32年 ごとに1,778,368円 の収穫,あ る

いは33年 ごとに1,933,440円 の収穫,と 順次同表2欄 に示すよ うな無限定期収益がある



として,そ の現在価で比較するのが妥当であろ う。資本価は第4欄 に示 される。 これ らの

資本価はそれぞれの輪伐期のもとで成立する裸地の資本価を意味している。そ して,輪 伐

期は1年 短縮されて,34年 と補正すべきであろ う。

第3の 変動費用 として,生 長蓄積を規正することから生ずる費用について,そ の輪伐期

への影響を調べてみることとする。第2の 補正では,t年 ごとに1回 の収益をあげる経営

計画のもとでの最適輪伐期であった。 しか しながら経営 目的は先に述べたとお り毎年毎年

収益をあげることにあるとすれば この目的を果 しうるよう1年 ごとに輪伐林齢に達 した林

分があるように森林を規正する必要があろう。すなわち概念的にはそれぞれの齢級に対 し

て森林面積を1/tず つ割 り当て,こ れを毎年収穫 するとともに直ちに更新すると考える必

要があろう。 この計画における費用は表55の5～10欄 に示す とおりである。 第5欄 は法

正林において輪伐初年における,これから運用しようとする生長蓄積のtha当 り総価値で

ある。 これらはそれぞれ0,1,2,・ …,(t-1)年 までのha当 り総価値の累計で求められ

る。第6欄 は総価値をtで 除 したha当 り平均価値である。 これ らの数値は毎年収益があ

るように規正を行なったすべての林分での生長蓄積のha当 り平均価値を意味している。

また,第7欄 はha当 り法正林生長価を示 し,tha当 り平均価値生長を示 している第2

欄の数値をtで 除 して求められる。すなわち第7欄 は平均年生長価(meanannualgrowth)

であるということができよう。

以上から,第6欄 と第7欄 は,規 正された一斉皆伐林に対する生産函数であり,そ れに価

値づけを行なった一対の生産函数であるといえよう。 ここで土地面積が一定投入に当る。

したがって,林 地 と林木資本の最適組合せはつぎのように決定することができる。表55

から,生 長蓄積の限界価値は,第6欄 の差を順次求めることによって算出される。限界価

値生長は,同 様に して第7欄 から求められ,比 率で示せば最終欄に示すとお りである。

以上の補正か ら,相 知型スギ肥培林における最適組合せは,限 界価値生長率が経営の最

大期待収益率 と等 しくなる点に定まり,し たがって また 最適輪伐期 も同じ点すなわち33

年に定まると推定される。

ii相 知地方スギ普通林

相知地方スギ普通林について,肥 培林の場合 と同様に法正林を想定 して,こ れについて

最適輪伐期の計算を行なった。

1)最 適輪伐期の概算

5～45年 までの5年 間隔に選んだ9つ の輪伐期案について輪伐期の概算を行 なった。 そ

の結果,平 均価値生長最大の輪伐期は,表56に 示す とおり45年 となる。

表56.相 知地方スギ普通林の利用材積生長および価値生長



*:最 高値 ,ま た は生 長 率 がalternativerateofreturn(6%)に 等 し くな る点。

2)概 算 値 の 補 正

輪伐期の延長によって生ずる機会費用,こ れに伴 う次回からの収穫 遅延から生ずる機会

費用,さ らに連年収益をうるよう林木生長蓄積を規正することから生ずる機会費用を考慮

すれば,最 適輪伐期は表57に 示すように補正される。

表57.相 知地方スギ普通林におけるha当 り投入と産出,お よび最適輪伐期



*:地 代最高
,ま たは生長率が最大期待収益率(6%)に 等 しい点 を示す。

最 適 輪 伐 期 は35年 とな る。

3考 察

相知型スギ肥培林において 平均生長(利 用材積)最 多の輪伐期は35年 であるのに対 し

て,相 知地方スギ普通林では40年 となる。 物的生産力を基礎とした 輪伐期の比較では,

相知型スギ肥培林は短伐期林業に近づ くとい うことができることは先に述べたとおりであ

る。

つぎに,経 営目的が純収益を最大とすること,し かもその純収益が毎年あげ られること

にあるとした場合,相 知型スギ肥培林の最適輪伐期は33年 となる。 一一方,相 知地方スギ

普通林では35年 となる。 両者を比較 してみると,相 知型スギ肥培林はやは り短伐期林業

を指向するものであると理解 されよう。

なお林木資本の最適組合せの決定因子には2つ の直接的因子があると考えられる。

(1}資 本の限界価値生長率

(2)そ の経営における最大期待収益率(alternativerateofreturn)

①はおよそ3つ の要因によって影響される。その第1は 利用材積生長率で示される基本的

な生産函数であ り,樹 木の遺伝的素質,自 然的立地条件,施 業法などによって規定 される

ものである。第2に は,林 木単価の差異であ り,樹 幹の径級,林 齢,蓄 積などによって規

定されるものである。第3に,林 木育成に必要なあらゆる費用である(ただしalternative

rateofreturnを 除 く)。更新費や税などがこれに含 まれる。

これに対 して,林 木資本の最適組合せに無関係な項 目がある。第1に 費用のうち一定費

が これである。地価の高低,単位面積当 りでかかる税などは最適組合せに影響を与えない。

第2に 林産物価格水準は生長蓄積の最適組合せに影響を与 えない。林木価が上昇するとき

には,も っと有効にと保残することが考えられ,こ のとき他の事情は変らないよう期待す

るものであるが,し かしながら他の条件が不変であるはずがな く,生 長蓄積価も上昇する

ので,限 界価値生長率は不変 となってしま うのである。

第7章 結 論

林業における肥培管理の生産技術的特徴は施肥による直接的な林木生長促進を期待する

のみでな く,林 業生産の長期性を考慮すれば,施 肥を契機 として林内の養分循環を旺盛に

して地力の保持改良を計 り,も って林木生育に好適 した環境条件に誘導することにあると

考 えられる。



このような機能と目的をもつ林地肥培は,近 年における わが国木材事情のひっ迫から,

森林の物的生産力を高める一手段 として唱導 され,ま たしだいに広 く普及 しつつある現況

にある。しかしながら,肥 培林業生産は反面では個別経営における価値増殖の過程として

意識される。すなわち肥培林業の経営問題は,技 術的側面と価値的側面という2面 性をも

つといえよう。 この場合,林 業生産過程でとくに重視すべき2つ の時期がある。その一っ

は幼齢期であ り,そ れはこの時期に肥培管理を含む更新,育 林など大部分の投入がなされ

るからである。他の一つは伐期ないし輪伐期であり,それはこれらの決め方によって物的,

また価値的過程がいずれも大きな影響をうけるか らである。

本研究は,林 業生産上それぞれ重要な意義をもつと認められる2つ の時期すなわち幼齢

期および収穫期における合理的肥培林業経営法をみいだすため,主 として限界分析法によ

って追究したものである。以下各章の研究結果を要約 して,こ れに総括的考察を試みるこ

ととする。

1要 約

1)第1章 の総説においては,林 地肥培の沿革および研究の文献などに基づいて,わ が

国では林地肥培が必要であることを論じた。また,そ れが現実の林業経営のなかにどのよ

うにとり入れられているかそのす う勢を概察するとともに,こ れ らの実践肥培において到

達することのできた一般的成果水準を経営統計的に把握 した。

林地肥培無用論のおもな根拠は,林 木が主 として炭水化物でできていること,正 常な森

林は養分の自給能力を備えていると考えられること,深 根性のため養分の吸収範囲は広 く

かっ深いことなどにある。 これに対 して著者は,わ が国の林業に林地肥培が必要であるこ

とを論じた。すなわち,わ が国の林地は地形が急峻で局地的豪雨による土壌浸食が起 こり

やすいこと,土 壌構造 の特殊性,酸 化 しやすいこと,し たがって悪化の悪循環をまねきや

すいこと,養 分要求度の大きな品種の関発 ・普及,植 伐方式の近代化,林 業生産の短伐期

化,省 力林業の必要性,林 業経営における経営者意識の高まり,木 材需要の増大傾向など

わが国林業は自然的,経 営的,国 民経済的な諸特徴によってつよく条件づけ られているか

らである。

一方 ,現 実の林業経営では1960年 を例にとれば,化 学肥料を施 した林家数は約52,000

戸 といわれ,多 雪の北陸地方から温暖な九州地方 まで広範囲に実行 されている。 また,施

肥面積は1960年 以来,年 率46～13%の 延び率でほぼ着実な増加を示 している。

林業経営で実行 されている林地肥培の技術的内容は,全 国5,800事 例についての経営統

計からその一端を うかが うことができる。本格的普及は1958年 ごろからと認められ,ま た

1935年 以前に着手された古いものは5%に すぎない。肥料は94%が 人造肥料を用いている

が,そ の うち 固形肥料(54%),窒 素肥料(30%),化 成肥料(8%)な どが おもなもの

である。しかし化成肥料,窒 素肥料による固形肥料 との代替は,そ の後顕著なものがある。

施肥回数は1回(77%),2回(15%),3回(5%),4回(2%),5回(1%)で あり,そ

の時期は3月 が最 も多 く71%で,2月 から4月 までの春季施肥が最 も普通である。つぎに

肥効は全体の87%に 認められ,施 肥回数の加加によって確実性は高 くなる傾向にあること

が認められる。



2)第2章 ではスギ,ヒ ノキ幼齢林における肥培効果を検討 した。報酬漸減の法則を物

的生産性に関する技術的法則 と理解するとき,ス ギ,ヒ ノキについて樹高生長を指標 とし

た静態的本法則の把握を目的 として,野 外試験地による実証的研究を行なった。また,純

粋技術としての林地肥培効果の上部限界がいずれにあるかを明らかにするため,技 術水準

を異にする各地のす ぐれた実例に基づいて検討を行なった。

幼齢期の林地肥培はその実行上最 も基本的かつ重要なものの一つであると認められる。

そこでスギ,ヒ ノキ新植林分に固形肥料を施 し,施 肥投入と林木生長の関係に重要な影響

をおよぼす他の事情をなるべ く一様 として,乱 塊法による実験計画を組み,6～9年 間に

わた り延べ約15,000回 の測定を行なった。 これらの実験は4つ の部分から 構成されてい

る。平均樹高生長指数は施肥量が多いほど大きくなる傾向が認められ,ま た,両 者の関係

は2次 式に近いと推定された。

つぎに,現 実の林業経営が肥培を含む最 も集約な技術水準によって到達しえた例を示せ

ば,樹 高の年平均生長はスギ1.4m,ヒ ノキ0.9mに 達 している。 このような高い成果は

スギ,ヒ ノキ集約林業経営において現実に到達 しうる上部限界の程度を示唆 しているもの

とみることができよう。

3)第3章 では独特のマルチ肥培施業法を統一的に適用 した相知型スギ肥培林,お よび

相知地方スギ普通林を調査比較することによって,両 者 の林分構成 に差異があることを明

らかにし,つ いで平均地位についてそれぞれ収穫 予想表を調製 した。

(1)相 知型スギ肥培施業法の特色は,遅 効性有機質肥料を用いていること,3年 連続

して施肥すること,マ ルチングの併用,比 較的少ない植栽本数,集 約な雑草木刈払いによ

る養分循環機能の合理的調整などである。

② 相知型スギ肥培林の林分構成には相知地方スギ普通林と比ぺると明らかな差異が

認められる。すなわち,平 均胸高直径,平 均樹高,ha当 り本数,同 幹材積,同 平均生長量

などにそれぞれいちじるしい差異が認められる。 したがって,収穫 予想表はそれぞれ別途

に調製することが必要である。

(3)相 知型スギ肥培林を対象 として,37年 生までの11ヵ 所に標準地を選定 し,そ の

適否を吟味 した後,平 均地位についてつぎの回帰式を用いて収穫 予想表を調製 した。

主 林 木 平 均 樹 高:logy=-0.85693+2.1224910gx-O.48267(logx)2

(y:樹 高,x:林 齢)

主 林 木 平 均 胸 高 直 径:logy=1.06166-0.3317210gx+0.40394(logx)2

(y:平 均 胸 高 直 径,X:林 齢)

主 林 木 胸 高 断 面 積 合 計:logy=-1.14299+3.1311210gx-O.75984(logx)2

(.y:胸 高 断 面 積 合 計,X:林 齢)

主 林 木 幹 材 積:logy=-1.09923+3.5961910gx-O.68070(logx)2

(ッ:幹 材 積,κ:林 齢)

主 林 木ha当 り本 数:logy=3.4826-O.453210gx+0.0905(logx)2

(y:本 数,X:林 齢)

副 林 木 平 均 樹 高:.y・=2.23+O.95x

(.y:副 林 木 平 均 樹 高,X:主 林 木 平 均 樹 高)



副林木平均胸高直径:y=-4.OO+O.91x-

(y:副 林木平均胸高直径,X:主 林木平均胸高直径)

この収穫予想表による材積平均生長量最大期は,主 林木については35年 以上であ り,主

副林木合計についても同じく35年 以上であり,ま だ 旺盛な生長をつづけていると認めら

れ る。

(4)相 知地方 スギ普通林を対象として33年 生までの12ヵ 所に標準地を選定 して,(3)

と同様に回帰式を用いて平均地位の基準収穫 表を調製 した。材積平均生長量最大期は主林

木,主 副林木合計いずれも30年 である。

⑤ 相知型スギ肥培施業林のおもな特徴はつぎのように要約することができょう。

a施 肥,マ ルチングを契機 として,合 理的植栽本数および集約保育によって地力の維

持,増 進を計 り,そ の結果高い材積生長力をもつ林分に誘導 していること。

b肥 培林の土壌は明らかに良質化する傾向が認められる。

c疎 植型に属 し,問 伐はほとんど行なわず,30年 生前後にはじめて普通林 と大差ない

本数 となる。したがって機械化林業に適 した林分造成法のひとっといえよう。

d幹 材積の年平均生長量は,ha当 り20m3(37年 前後)で,普 通林の約133%に 当っ

ている。

4)第4章 では,第2章 ですでに明らかにした樹高生長漸減の現象に基づいて,品 種と

施肥集約度の最適組合せに関する経済的考察を行なった。最近の林業生産では,保 育労働

の省力,保 育経費の節減,林 業労働の通年化が強 く望まれているが,下 刈年数の短縮にょ

ってこれらの諸問題に対処 しようとい う林業経営は少な くないと考えられる。 ここでは下

刈経費節減を中問目標 として,そ のために林地肥培を行なう経営は,合 理的な施肥集約度

あるいは合理的な品種 と施肥の組合せをどのように評価,選 択,決 定すべきかについて論

じた。

① 第2章 で明らかになった樹高生長漸減の諸性質に基づいて,在 来品種に関する変

動投入(施 肥)と 産出(樹 高生長)の 標準的な生産函数を決定 した。つぎに次式によって

それぞれの施肥度に対する下刈節約回数を求めた。

(c:下 刈節約回数,y:標 準下刈終了年数,fo:y年 目の在来品種平均樹高,

ん:ブ 品種に対する づ単位施肥の平均樹高)

本章における計算事例では,省 力工数最大は第8単 位でha当 り17・2人 となる。 また,

純収益の最大 となる最適組合せは,最 大期待利子率6%の とき施肥6単 位に定まる・ この

とき施肥費用およびその利子を控除 しても,下 刈経費軽減額はha当 り約7,230円 となる。

②3つ の品種のそれぞれに対して施肥を行なったときについて,そ れぞれ生産函数

を推定 し,経 営目的にてらして最も有利な品種 と施肥度の組合せを計算例で示 した。 まず

等下刈節約回数曲線を求めた。つぎに最小費用の組合せは,

限界代替率

とすれば,限 界代替率が限界費用率と等 しくなる点にきまる。 これ らの点を結 んで拡張の

径を求 めた。 この径に基づいて,い ろいろな情報を得ることができることを示 した。

施肥要素単位当 り限界産出

品種要素単位当 り限界庄出



純収益最大を目指す経営では,第3品 種に8.7単 位の施肥を行な うべきであ り,こ のとき

下刈節約工数はha当 り22人 で,純 収益は10,300円 となる。 これは前述の1品 種のみの

場合より有利であり,肥 料感応度のすぐれたよい品種の開発は,合 理的肥培林業の実行上

きわめて有意義であると考えられる。

5)第5章 では,相 知型スギ肥培林地の経済効果を予算法によって推定 した。

まず,経 済効果の一般的把握法について考察を行ない,林 業経営の現実か ら土地純収益

に基づいて経済効果を把握することとした。つぎに肥培林および普通林の造林費用を年次

別に総括 した後,輪 伐期の長 さを5年 ごとに25年 から40年 まで4段 階 とって,経 営の最

大期待収益率(alternativerateofreturn)を6%と 仮定 して,土 地純収益を算定 した。

肥培林では土地純収益最大の輪伐期は35年,そ の金額はha当 り約135,000円 であった。

この金額は,林地肥培に当てた場合の裸地の最高値を概数で示 したものである。すなわち,

この額を越えない範囲で土地を購入 し,予 定 していた通 りの計画にしたが うならば ,し か

も,こ れまでの仮定や予見がすべて正 しいと認められるならば,経 営は税 こみで投資に対

して6%を 下 らない収益をあげうるのである。一方,普 通林では土地純収益はいずれも負

の数値を示 した。これは投資に対 して6%の 収益率す ら期待 しえない ことを意味 している。

6)第6章 では相知型スギ肥培林および相知地方スギ普通林について,そ れぞれ林木生

長蓄積の最適組合せ,す なわち最適輪伐期を求めた。両者を比較検討 して,林 木資本の性

質が肥培施業法の適用によってどのよ うに影響 されるかを明らかにした。

年平均生長量最大の時期は,肥 培林では35年,普 通林では40年 となる。物的生産力か

らみて,肥 培林は短伐期林業 としてとり扱 うのが有利なのではないかと考えられる。

林木資本の最適組合せは,(1)資 本の限界価値生長率,② 経営の最大期待収益率の

2因 子に影響されると考えられ る。そこで,経 営 目的が純収益を最大 とすることおよびそ

の純収益は毎年経営にもた らされることの2要 件をもつ経営について,前 述の2因 子を考

慮 して林木資本の最適組合せを求めたところ,肥培林で33年,普 通林では35年 となり,や

は り短伐期林業を有利とする傾向があることが確かめられた。

2総 括 的 考 察

この研究は,ま ず野外実験を行なって,生 産初期過程における林地肥培の諸特徴を実証

的に把握するとともに,既 往肥培林の一例について林分構成の実態調査を行ない,収穫 予

想表を調製 して,肥 培成果の推移を統計的に検討 し,も って伐期に至 るまで継続 して経営

された肥培林分の林分構成 的諸特徴を明らかにした。 これ らの諸現象に基づいて肥培林業

生産を基礎づけている報酬漸減 の法則あるいは本質的肥培機構の内容について考察を加え

た。以上のべたような肥培林業生産技術の理解のもとに,ひ き続いて生産経済的諸性質の

解明と有効な肥培生産経済の展開のための経済的分析を行 なったのである。

限界分析による合理的な林地肥培への接近法は,下 刈負担の軽減を目指す林家のみなら

ず,雪 起 こし負担を軽 くしたい林家も応用することができよう。 しかしながらこの接近法

では将来得られるであろう林木収穫 の増減分が考慮 されていない。それは現在のところ数

10年後の林木収穫 は材積的また価値的な推定がきわめて困難なためであ り,数 年後に当面

すると考えられる下刈負担を一応問題 とした所以である。

相知型スギ肥培施業法は,か な り安定 した肥培法ではないかと考えられる。 もとより理



想的な肥培施業法 とはいえないが,本 法を軸 としてその改善を計 るのも林地肥培を進展 さ

せる一つの道ではなかろうか。



引 用 文 献

1)徳 川宗敬:江 戸時代に於け る造林技 術の史的研究(1941)

2)鏑 木徳二:森 林肥料論(1932)

3) V.  Huco  : Ueber Forstdiingungsversuche in Mecklenburg. (1911) 

4) EDUARD REUSCH: Ueber Diingungsversuche bei Fichtenanpflanzungen in Oedlandkult

                 uren. (1928) 

5) SCHWAPPACH: Forstdiingung. (1916) 

6) JUNACK: Resultat eines forstlichen Dungungsversuche vom Jahre. (1906) 

7) TARRANT, R.F.L.A. Issac and R.F. CHANDLER: Observation on litter fall and foliage nut

   rient content of some pacific northwest tree species, Jour. For., 49. (1951) 

8) Louis, J.M.: Weight and calcium content of the annual litter fall on forests in south 

   Carolina Piedmont. Proc. Soil. Soci. Amer., 16, (1952) 

9) WHITE, D.P.: Variation in the nitrogen, phosphorus, and potassium contents of pine 

   needles with season, crown position, and sample treatment. Soil Sci. Soc. Amer. Proc., 

  18, (1954) 

10) TAMM. O.C.: The effects of nitrogen fertilization on tree growth and foliage compos

   ition in forest stand. Cited from Analyse des Plantes et probems des fumure minerals, 

  (1957) 
11) LEYTON, L.: The growth and mineral nutrition of spruce and pine in heathland plan

   tations. Imp. For. Inst. Pap. (Oxford), 31, P. 109. Cited from Forest Fertilization, 1956. 

  (1954) 

12) FLETCHER, P. W. and OCHRYMOWYCH, J. ; Mineral nutrition and growth of eastern red

   cedar in Missouri. Univ. of Missouri Agri. Exp. Sta. Res. Bull., 577 (1956) 

13) HEIBERG, S.O. and D.P. WHITE: Potassium deficiency of reforested pine and spruce 

   stands in northern New York. Soil Sci. Soc. Amer. Proc., 15, (1951) 

14) GESSEL, S.P.,L.C. WALKER and P.G. HADDOCK: Preliminary report on mineral deficien

   cies in Douglas fir and Western red cedar. Proc. Soil Sci. Soc. Amer., 15, (1951) 

15) WALKER, L.C.: Foliar analysis as a method of indicating potassium deficient soils for 

   reforestation. Proc. Soil. Sci. Soc. Amer., 19, (1955) 

16) LUNT, H.A.: Effect of fertilizer treatment on fildplanted spruce Proc. Soil. Sci. Soc. 

   Amer., 10, (1945) 

17) VIRO, P.J.: Fertilization trials on forest soil. Commun. Inst. for Finland. Cited from 

   Forest Fertilization, 1956, (1950) 

18) MITSCHERLICH, E.A.: Melioration and Forstdiingung. Forstwirtschaft. Holzw., 4, (1950) 

19) ALTEN, F. and W. DOEHRING: Die Diingung in der Forstwirtschaft. Z. Pflanzenernahr. 

   Dung. u Bodenk., 59, (1952) 

20) NEMEC, A.: Effect of fertilizers on the degraded soils of the Lovcice in Bohemia Phfice 

   vyzkum. Ust. lesn. CSR., 3, (1953) 

21) LOHWASSER, W.: Kalkdungungsversuche im Eggegebirge and Hunsruck. Forstarchiv., 

   24, (1953), 

22) THEMLITZ, R.: Die Anwendung von Kalkstickstoff zur Rohhumswandlung and Ertragss

   teigung im Walde. Z. Pflanzenernahr. Dung. u. Bodenk., 64, (1954)



23)  GESSEL, S.P. and R.B. WALKER: Height growth response of Douglas-Fir to nitrogen 

   fertilization. Proc. Soil. Sci. Soc. Amer., 20 (1656) 

24) HAUSSER, K.: Ergebniss von neuen Forstdungungsversuchen im Wurttembergischen 

   Schwarzwald. Allgemeine Forstz., 20, (1956) 

25) SCHAIRER, E. and MOOSMAYER, H. U.: Ein Dungungsversuch an Douglasie. Allgemeine 

   Forstz., 13, (1958)

26)芝 本 武 夫:森 林 土 壌 の肥 培,林 野庁,(1952)

27)芝 本 武 夫:林 地 肥 培,山 林,848,(1955)

28)芝 本 武 夫 ・中 島主 一 ・井 上 円治:愛 知県 瀬 戸 地 方 の荒 廃 林 地 土 壌改 良 に 関す る研 究1,水 平 溝設 置

と施 肥 との 効果 に つ い て,東 大 演 報,48,(1955)

29)朝 日正 美:施 肥 造 林 試 験,日 林 会 北 海道 支講 集,7,(1958)

30)宮 島 寛:シ ナア ブ ラ ギ リ幼 齢 林 の施肥 効 果 につ い て,九 大 演 報,19,(1951)

31)宮 崎 榊 ・佐 藤 亭 ・及 川恵 司:ア カ マ ツ造 林 地 と施 肥,日 林 会 東 北支 誌(第5回 講 演 集),19,(1954)

32)塘 隆 男 ・藤 田桂 治 ・三 宅 勇 ・飯 塚 三 男:同 上(第2報),日 林 講,69,(1959)

33)川 名 明他:2,3の 林 分 に 対 す る施肥 試 験,日 林 講,76,(1965)

34)中 央 林 業相 談所:日 本 林 業 の現状2造 林 保護,(1965)

35)日 本 硫 安 工 業 協 会 普及 専門 委 員 会 福 岡 支 部:九 州,山 口林 地 肥 培 シ ンポ ジ ゥム資 料,7,(1966)

36)井 上 由 扶 ・堂 上 龍 雄:肥 培 林 業 の経 営 に 関 す る研 究 第2報,日 林 九 支 講,9,(1954)

37)四 手 井 綱英:林 地 肥 培 に つ い て,,山 林,984,(1966)

38)F.BAKER,:PrinciplesofSilviculture,(1950)

39)塘 隆 男:わ が国 主 要 造 林 樹種 の栄 養 お よび 施 肥 に 関 す る基 礎 的研 究,林 試 報,136,(1952)

40) A. JACOB, Dr. H. v.  UEXKtLL  : Fertilizer Use, (1960)

41)林 地 肥 培 研 究会:第1回 全 国 林 地肥 培 コ ンクー ル成 果 集,(1961)

42)林 地 肥 培 研 究会:第2回 全 国 林 地肥 培 コ ンク ール成 果 集,(1962)

43)日 本 林 地 肥 培 協 会:森 林 と肥 培,34,(1964)

44)佐 藤 敬 二:実 践 造 林,(1966)

45)林 野 庁:同 齢 単 純 林 の林 分収穫 表 調 製 要 綱,(1947)

46)林 野 庁:熊 本 地方 ス ギ林 林 分収穫 表 調製 説 明 書,(1955)

47)林 野 庁:前 掲45)

48)井 上 由扶:ア カマ ツ林 の 中林 作 業 法 に 関 す る研 究,九 大 演 報,32,(1960)

49)嶺 一 三:収穫 表 に 関す る基 超 的 研 究 と信 州 飽方 カ ラ マ ツ林収穫 表 の調 製,収穫 表 調 製 業 務 研 究

資 料,12,(1955)

50)関 屋雄 偉:ア カマ ツ同齢 単 純 林 に お け る材 質,重 量,熱 量 の成 長 に 関 す る研 究,九 大 演 報,38,(1964)

51)井 上 由扶:前 掲48)

52)徳 本 孝 也:北 九 州 地 方 ス ギ林収穫 表,(1914)

53)寺 崎 渡:内 地 一 般 ス ギ収穫 表,林 試 報,11,(1914)

54)磯 辺 秀俊:農 業 経 営 に お け る費 用 の論 理,(1962)

55) BRINKMANN, Th.; Die Oekonomik des landw., Betriebes., (1922), 

(1941) 

56)  DuERR,W.A.: Forestry Economics,(1960) 

57) MITSCIERLICH, A: Ertragsgesetz,(1956)

58)宮 島寛他:湯 浦町におけ る早期育成林業 の造林技 術改善 に関す る調査研 究,(1961)

59)佐 藤敬二他:林 業施肥 の合理化 に関す る研究,(1960)



60)吉 田正 男:林 価 算法 及 林 業 較 利 学,(1949)

61)Duerr,W.A.:前 掲56)

62)木 梨謙 吉 ・坂 本 格:限 界 理 論 に よ る最 適 輪 伐期,日 林 講,76,(1965)

 63) W.G. Cochran, G.M. Cox : Experimental Designs, (1965)



    Study on the Management of Fertilizing Forestry 

                     Yasusada MIYAZAKI 

 Résumé 

   This study was undertaken for the clarification of the characteristics of 

forest fertilization, first from the viewpoint of production techniques. Sugi 

(Cryptomeria japonica D. Don.) and Hinoki (Chamaecyparis obtusa Endl.) stands 
were chosen for this purpose. The effect of young stand fertilization was 

investigated on the height growth through field experiments continued for 6 or 

9 years. On the other hand, (chi-type fertilized Sugi forests, adopting a unique 

forest treatment systematically and continuously for 37 years, were investigated 
on some elements of the stand composition. 

   Next, based on the results of these experiments and investigations, an 

approach to a rational management of fertilizing forestry was made by the 

marginal method and the budget method. 

1) Introduction 

   (1) Necessity of forest fertilization 

   In general, it is said that fertilization of the soil is not so important in 

forestry as in agriculture on the ground that trees are essentially made up of 

carbohydrates, relatively greater parts are leaves and fine twigs that fall to the 

forest floor to be reincorporated into the soil, and the deeprooted, long-lived 

trees draw their nutrients from wide areas and considerable depths of the soil. 

Contrary to this, the author emphasizes the necessity of forest fertilization from 

the viewpoint of biology, management, national economy and social conditions 

in Japan. 

   (2) Forest fertilization in recent Japan 

   The forest fertilization using inorganic fertilizers was begun in 1919 in 

Japan, and fertilizing forest farms increased to about 52,000 in 1960. The 
steady expansion in acreage is estimated at 46-13% in the annual growth rate. 

2) Effect of Fertilization on Growth of Young Sugi and Hinoki Stands 

   For the clarification of the relationship between the fertilizer levels and 

the tree height growth, the following 4 tests were carried out over 6 or 9 years: 
   Forest fertilization tests of levels in equal intervals (Sugi and Hinoki). 

   Forest fertilization tests of levels in unequal intervals (Sugi and Hinoki).



The fertilizer used was KOKEI HIRYO MARUYAMA No. 1 (a kind of complete 

 fertilizer  ; N : 6 %, P : 4 %, K : 3 %). These tests were planned by the randomized 

block experimental design. The results obtained can be summarized as follows. 

   (1) The height growth curve based on increasing quantities of fertilizer 
took an Sshaped course or a parabolic one. 

   (2) Effect of fertilization on the growth of tree height was still reserved 6 
or 9 years after treatment, but the average index had a decreasing tendency 

after about 3 years. 

   (3) So, additional fertilizing in about 3 years seems to be advisable if 
favourable response to fertilizer is to be obtained. 

   In other examples of more intensive forest fertilization in Japan, the average 

height growth was attainable to 1.4 m with Sugi and 0.9 m with Hinoki. 

3) Prospective Yield-table of Ochi-type Fertilized Sugi Forests 

   Ochi-type fertilized Sugi forests investigated were composed of 11 stands 

subjected to a kind of particular mulchfertilizing treatment by the late Mr. 

Makio Yamaguchi, and are located in Ochimachi, Higashimatsuura-gun, Saga 

Prefecture in Japan. For the comparison with the fertilized forests, 13 stands 

of ordinary Sugi forests were chosen. The treatments were described in detail, 

and some elements of stand composition were investigated, and the prospective 

yieldtables for average sites were prepared. 

   (1) Features of treatment 

      1. Use of ABURA-KASU (rape-seed oil cake). 

       2. Continuous manuring for 3 years. 

      3. Application of mulching with small stones and gravels. 

      4. Standard number of trees was about 1,670 per ha, that was less than 

         3,000 per ha in ordinary afforestation. 

      5. Intensive weeding for effective cycling of nutrients. 

   (2) Prospective yield-table 

   The prospective yield-table of Ochi-type fertilized forests was prepared for 

the average site by the following regression formulae. 

   Average height of dominant crops : 

      log y= —0.85693+2.12249 log x0.48267 (log x)2 

      where y: height, x: age. 

   Average d.b.h. of dominant crops : 

      log y=1.061660.33172 log x0.40394 (log x)2 

       where y: diameter, x : age.



   Total basal area of dominant  crops  : 

      log y= —1.14299+3.13112 log x0.75984 (log x)2 

       where y: basal area, x: age. 

   Volume of trunk of dominant crops : 

      log y=3.48260.4532 log x0.0905 (log x)2 

       where y: volume, x: age. 

   Average height of dominated crops : 

y= —2.23-0.95 x 
      where y: average height of dominated crops, x: average height of 

       dominant crops. 

   Average d.b.h. of dominated crops : 

       y= —4.00+0.91 x 
       where y: average d.b.h. of dominated crops, x: average d.b.h. of dominant 

crops. 

   The mean annual growth of Ochi-type fertilized Sugi forest was estimated 

at about 20 m3 per ha at 35 years of age, where its maximum period had not 

been reached. 

   (3) Features of Ochi-type fertilized Sugi forest 

      1. High productivity is maintained by fertilization and mulching to

   gether with the moderate planting density and intensive tending. 
      2. The chemical features of the soil in the fertilized forest has a 

   tendency to be improved. (Table 22) 
      3. Ochi-type forest fertilization is recognized to be suitable for me

   chanized forestry, because of its smaller planting density and practically 

   no need of thinning. 

4) Best Combination of Varieties of Sugi and Fertilization Levels 

   Recently, many forest farms in Japan have adopted forest fertilization in 

order to save labour and expenses of tending works and to realize even working 

throughout the year. So the method of weighing, choosing and deciding the 

rational fertilizing level to serve their interim purpose of lowering the burden 

of weeding, was explained by illustrative calculations. 

   (1) Forest fertilization and number of weeding times saved 
   The relationship between fertilization and the number of weeding times 

saved is expressed by the following formula : 

      C= y (1—fa/fii) 

where C : number of weeding times saved, 

      y : standard years of age where weeding comes to an end,



 fo  : tree height of ordinary variety at y years of age, 

 ftj  : tree height of varieties (j) fertilized with (i) units. 

   (2) Best combination of ordinary Sugi variety and its fertilization level 
   It was shown by illustrative calculations how the best combination was 

decided for the ordinary variety. 

   (3) Best combination of some Sugi varieties and fertilization levels 
   The best combination of 3 kinds of Sugi varieties and fertilization levels 

was shown by illustrative calculations. The development of varieties that have 

higher fertilizer sensitivity was considered to be effective for the practice of 

rational forest management. 

5) Enterprise Planning of Ochi-type Fertilized Sugi Forest 

   When the estimates of revenue and cost per ha were given, an approxima

tion of the best rotation length was calculated by the soil rent approach. The 
"Soil expectation value" that was an approximation of the ceiling price of the 

bare land, was estimated at about 135,000 yen per ha (alternative rate of return 

6 %). The fertilized forest was recognized to have the advantage over the 

ordinary forest. 

6) Best Rotation of Ochi-type Fertilized Sugi Forest 

   The best rotation of Ochi-type fertilized Sugi forest and ordinary Sugi forest 
in Ochi District were determined and compared. The best rotation for annual 
yield is that which equates the marginal growth per cent of the forest with the 
interest rate. In this marginal approach, allowances were made for three types 
of variable costs : (a) that of waiting out the rotation, (b) that of postponing 
subsequent yield, and (c) that of regulating the growing stock. 

   Best rotation for fertilized forest : 33 years. 
   Best rotation for ordinary forest : 35 years. 

   Financial maturity occurred at lower ages with the Ochi-type fertilization, 
and it was recognized to be suitable for afforestation aiming at the short cut 
system, from the viewpoint of forest economics.


